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概 要  
本論文では、日本企業の横河電機とファーストリテイリング（ユニクロ）における第四次産業
革命、デジタル、モノのインターネット（IoT）の取り組みについて、事例研究を実施し、これら
の「概念の定義」と「経営における位置づけ」、「取り組み内容」、「効果」について考察し、日本企
業が第四次産業革命にどのように対応するべきか考察した。  
2017 年現在、IT を中心としたテクノロジーが急速な進化をしており、そのテクノロジーを用い
た変革が国家、企業における様々なレイヤーにおいて進行している。その想定されるインパクトの
大きさから国家主導での変革を主導しようとする国もあり、それは第四次産業革命や Industry4.0
と呼ばれている。また、「IT が生業であるかどうか」や「規模」を問わず、第四次産業革命に含ま
れるテクノロジーを利用し自社を変革する企業が出現している。  
しかし、その変化を表す際に使用される第四次産業革命、デジタル、IoT などの言葉が指し示す
物事やレベル感は、企業や人によって異なっている。そのため、一過性の流行として捉えている企
業、対応が後手に回っている企業、IT を利用した単なる業務効率化として捉えている企業等も一定
数あると筆者は認識している。しかし、第四次"産業革命”ということ言葉が示すように、この進
化は単なるテクノロジーの進化に留まらず、産業構造自体の変化を伴う可能性がある。そのため、
この産業革命への対応は、経営の成否や日本の産業の国際競争力にとっても、重大な課題である。 
また、これらのキーワードに関する経営に関する研究は多くされているが、欧米企業のものが
中心であり、これらを経営環境が異なる日本企業に取り込めるものなのかという疑問がある。  
そこで、筆者は日本企業で先進的な取り組みを実施している上記企業 2 社について、第四次産
業革命やデジタルに関する企業の取り組み内容とパフォーマンスについて調査を実施した。  
その結果、対象 2 社では、テクノロジーの進化がもたらした顧客の要求レベルの変化や、その
他の競争環境の変化といった、外部環境の変化に対応するために新しいテクノロジーを利用し、全
社レベルで顧客への価値提案やバリューチェーン全体の変革に取り組んでいることが判明した。ま
た、その変革はファーストリテイリングではトップダウンで進んでいるが、反対に横河電機では顧
客起点（現場起点）でその変革が進んでいた。しかし、横河電機の場合、現場起点であってもトッ
プが深く関与しており、このことが高いレベルでの変革やパフォーマンスの向上につながっている
ことが判明した。これは、現場中心で意思決定がされる日本企業でも参考になる示唆である。  
これらの結果から、経営において、第四次産業革命やデジタルや IoT は、単にテクノロジーに
関するキーワードではなく、急激な経営環境の変化を表した言葉であることが判明した。また、日
本においても、「あらゆる企業が全社レベルで対応すべき内容である」こと、そして、「高いレベル
でこの変化に対応するためには、全社レベルでの変革が必要になるため、トップの関与が必須」で
あり、また「変革には時間を要することから早くに取り組むべきである」という初期仮説を導いた。  
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第1章 . はじめに 
 
第1節 . 背景と課題意識 
2017 年現在、IT を中心としたテクノロジーが急速な進化をしており、そのテクノロ
ジーを用いた変革が国家、企業における様々なレイヤーにおいて進行している。その
想定されるインパクトの大きさから国家主導での変革を主導しようとする国もあり、
それは第四次産業革命や Industry4.0 と呼ばれている。IT を生業とする企業は当然こ
うした動きへの対応を進めているが、IT 専業ではない企業でもその規模を問わず、第
四次産業革命に含まれるテクノロジーを利用し自社が顧客に提供する製品・サービス
の価値や、戦略、組織、オペレーションなどを見直す企業が出てきている。  
例えば、ゼネラル・エレクトリック・カンパニー（GE）、ファーストリテイリング
（ユニクロ・GU）と言った、IT を生業にしていなかった企業においても、このテクノ
ロジーの進化による変革に、戦略的に取り組み、自らのビジネスや業務を、 IT を活用
したものに変革する時代が到来している。  
国内外問わず、先進企業は、既にテクノロジーの進化に取り組み、自社を変化させ
るだけではなく、市場構造をも変化させ、競争優位を手にしている。  
最近のテクノロジーの進化におけるキーワードとして、「デジタル」、「デジタル
化」、「デジタル・トランスフォーメーション（変革）」、「デジタル・ディスラプ
ション」「モノのインターネット（IoT：Internet of Things）」、「人工知能（AI：
Artificial Intelligence）」、「スマートファクトリー」、「シンギュラリティ」等、様々
なキーワードが話題として挙がっており、これらを活用した論考が数多く出版されて
いる  。  
しかしながら、これらのキーワードは、定義がやや曖昧で、利用している企業や人
により、指しているものやレベル感が異なっている。  
そのため、IT に明るくない経営者や、企業が、これらのテクノロジーを経営に活用
しようとしても、「何を目的とし、何をどのように適用すれば良いのか」がわかりづ
らい。  
こうしたキーワードで表現される技術群が何らかの大きなインパクトを社会と事業
に与えそうな予感を感じながらも、その実態のわかりにくさ故にこれらのキーワード
を一過性の流行として捉える日本企業も少なくないと思われる。そのため対応が後手
に回っている、あるいは、単に IT ソリューションを適応した業務効率化に留まるなど、
不十分な対応になっている企業も一定数ある、と筆者は認識している。しかし、日本
政府やクラウス・シュワブ（2016）が表現している、第四次"産業革命”といった言葉
が示すように、このテクノロジーの進化は単なるテクノロジーの進化に留まらず、産
業構造自体が変わってしまう可能性がある。そのため、この産業革命への対応に失敗
することは、経営にとって致命傷となりかねず、日本の産業の国際競争力にも影響を
与えかねない  
そこで、本論文では、経営課題としての第四次産業革命と、それにまつわる主要な
概念・用語の定義を確認し、その関係性を整理し、こうした技術や概念が「経営の中
でどのように位置づけられ」、「経営にどのようなインパクトを与えるのか」、「す
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べての企業が取り組む必要があるものなのか」、「企業の立ち位置によってどのよう
な取り組み方の違いが出て来るのか」を考察し、日本企業が第四次産業革命にどのよ
うに対応すべきかの初期的な仮説や課題を探索したい。  
 
第2節 . 本論文の構造 
本論文は事例研究を基に、第四次産業革命において、日本企業が、どのように課題
を捉え、対応していくべきかの指針を明らかにする。  
そのために、まず第 1 章で背景と課題を説明する。  
次に第 2 章で先行研究をレビューすることで、「第四次産業革命」、「デジタル」、
「IoT」といった最新のテクノロジーに関する用語の定義や経営における位置づけがど
の程度議論されているのかを明らかにする。  
その後、第 3 章と第 4 章で、国内における企業 2 社の事例研究を実施し、第四次産
業革命やデジタルに対応する。第 3 章が事例研究の方法であり、第 4 章が事例研究の
結果である。  
そして最後の第 5 章において、本論文のまとめを行い、各企業が第四次産業革命に
どのように対応すべきかの初期的な仮説や課題を提示する。  
 
 
第2章 . 先行研究 
 
第1節 . 概要 
第四次産業革命、デジタル、IoT について考察した論文、論考、書籍などは様々な
ものが出版されている。  
それらについて本論文で参照が必要となる論点を第 2 節で記載する。  
 
第2節 . 先行研究サマリー 
本論文の目的は、前章で述べた通り、経営課題としての第四次産業革命に関連する
概念や用語と関連性を確認し、経営における位置づけ、影響、取り組み要否、取り組
みの違いを考察することである。よって、本節では、いくつかの論考をこれらの課題
に従って各論考を比較していくことにする。  
 
第1項 . 『第四次産業革命』（2016 年） 
先にも述べたように、クラウス・シュワブは著書である「第四次産業革命」におい
て、今日我々が直面している技術革新は、「「人類文化の大変革』を伴う」としてお
り、第四次産業革命が経済や企業に与える影響だけではなく、国家と世界、社会、そ
して個人に与える影響を考察している。  
 
A) 本書における第四次産業革命に関する用語の定義 
 
第四次産業革命  
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本書では、「テクノロジーとデジタル化が万事を大きく変革する」ということを前
提に、「第四次産業革命では、認知力の向上が生産量を増加させている」と述べてい
る。  
シュワブ（2016）は、第四次産業革命は今世紀に入ってから始まり、1990 年代のデ
ジタル革命の上に成り立っており、特徴を「これまでと比べ物にならないほど偏在化
しモバイル化したインターネット、小型化し強力になったセンサーの低価格化、AI、
機械学習である。」としている。  
また、シュワブ（2016）は、「コンピューターのハードウェア、ソフトウェア、ネ
ットワークを中核とするデジタルテクノロジーは、第三次産業革命で大きく発展した
ものであり目新しいものではないが、より高度で統合されたものとなりつつあり、そ
の結果として社会やグローバル経済を変容させている。」としつつも、その範囲は「相
互接続されたスマートな機械やシステムのことだけに限定される話ではない」として
おり、遺伝子配列解析、ナノテクノロジー、再生可能エネルギー、量子コンピュータ
ーなどの各分野で「ブレイクスルーの波」が起きており、これらの分野の相互作用が
生じているとしている。  
 
また、シュワブ（2016）は、第四次産業革命の特長として、「スピード、広がり、
非常に多くの専門分野や発見の調和や統合が増大している」と指摘している。  
 
デジタル  
シュワブ（2016）は、明確にデジタルという言葉の定義をしてはいないが、「デジ
タル革命は、個人と制度や関係機関との関わりや協力を大きく変える、全く新しいア
プローチを創出している。」と記述しており、第四次産業革命におけるメガトレンド
に、共通の特長として、「新たな変化やテクノロジーは、すべてデジタル化と情報テ
クノロジーの浸透力を活用している」とも記載し、物理的メガトレンド、デジタルな
メガトレンド、生物学的なメガトレンドの 3 つを記述している。  
 
モノのインターネット（Internet of Things: IoT）  
シュワブ（2016）は、IoT については、言葉としての定義は記載されていないが、
上記に記載した「第四次産業革命の物理的側面とデジタル的側面の主な架け橋の一つ」
として表現しており、「モノやコト（製品、サービス、場所など）と人間とを結びつ
ける技術であり、さまざまなプラットフォームと関連技術により可能になった」と述
べている。  
 
B) 経営に対する影響 
シュワブ（2016）は、IoT については、言葉としての定義は記載されていないが、
上記に記載した「第四次産業革命の物理的側面とデジタル的側面の主な架け橋の一つ」
として表現しており、「モノやコト（製品、サービス、場所など）と人間とを結びつ
ける技術であり、さまざまなプラットフォームと関連技術により可能になった」と述
べている。  
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第四次産業革命が産業に及ぼす影響  
①顧客の期待が変化する  
②データによって製品の質が向上し、資産の生産性が改善される  
③企業が新しい形の協力関係の重要性を理解し、新たなパートナーシップを形成する  
④経営モデルが新たなデジタルモデルに移行する  
出所：シュワブ（2016）  『第四次産業革命』  
 
この④の中で、シュワブ（2016）は「新たに出現する経営モデルによって、新しい
経営モデルによって、新しい必須スキルや適切な人的資本の獲得・維持を目的に企業
は人材と文化の最高を余儀なくされる。様々な業界でデータが意思決定と経営モデル
の中核となるにつれ労働者は新たなスキルが必要となる一方、プロセス改善（リアル
タイム情報の活用など）や、文化の改革が必要となる。」として、企業の変革の必要
性を述べている。  
 
第2項 . 『対デジタル・ディスラプター戦略』（2016 年） 
マイケル・ウェイドら(2016)は、本書の中で、デジタル、デジタル化、デジタル・
ディスラプション（デジタルによる破壊）などに対する定義を述べた後で、全ての業
界がデジタル・ディスラプションの影響を受けるとし、業界既存の企業がどのように
このディスラプションに立ち向かうべきかを述べている。  
 
A) 本書における第四次産業革命に関する用語の定義 
 
第四次産業革命  
本書では第四次産業革命に関する記述はない。  
 
デジタル  
ウェイドら(2016)は、デジタルに関連する用語を下記の様に定義している。  
 
① デジタル  
複数の技術革新が、つながり（コネクティビティ）の向上という意味で統合され
ていくこと。  
ビッグデータとその解析、クラウド・コンピューティング、IoT などの、今日に
おける技術について、1 つ以上を土台としているものを「デジタル」とよび、「つ
ながること」をカギとしている。  
 
② デジタル・ディスラプション  
デジタル技術とデジタル・ビジネスモデルが、企業の価値提案（バリュープロ
ポジション）と市場における今後の地位に及ぼす影響のこと。  
 
③ デジタルビジネス・トランスフォーメーション  
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デジタル技術と・デジタル・ビジネスモデルを用いて組織を変化させ、業績を改
善すること。  
要件として、下記の 3 つを挙げている。  
・目的が企業の業績を改善すること  
・デジタルを土台にした変革であること  
・プロセスや人、戦略など組織の変化をともなうものであること  
 
出所：ウェイドら(2016)『対デジタル・ディスラプター戦略』より、一部改変  
 
モノのインターネット（Internet of Things: IoT）  
ウェイドら(2016)は、IoT については、言葉としての定義は記載されていないが、デ
ジタルの定義の中で、デジタルの土台の一つとして表現している。  
 
B) 経営に対する影響 
ウェイドら(2016)は、デジタル・ディスラプションによる影響は、デジタルによる
渦（筆者注：ウェイドら(2016)は「デジタル・ボルテックス」と呼んでいる）のような
もので、その発生可能性は業界により異なるが、あらゆる業界で免れないとしている。  
また、ウェイドら(2016)は、ディスラプターとなる企業は、バリューチェーンより
も、最終顧客に提供するバリューそのものを創出することが重要であるとし、これら
の企業は、3 つの価値（プラットフォームバリュー、エクスペリエンスバリュー、コス
トバリュー）を創出していると述べている。  
更に、ウェイドら(2016)は、これらの価値により、市場に参入した企業は、「無慈
悲ともいえるほど効率的にカスタマバリューを生み出すため」、既存の市場の売上や
利益を縮小させてしまう既存企業にとっては危険な存在（バリューバンパイア）とな
ると述べている。  
しかし、ウェイドら(2016)は、一方で、既存企業は、デジタル・ボルテックスの中
で、わずかな時間生まれる、「価値の空白地帯（バリューベイカンシー）」を利用す
ることで、成長できるとしている。  
ウェイドら(2016)は、こうした脅威に既存企業が対応するための戦略として、防衛
的戦略と攻撃的戦略をそれぞれ 2 つずつ、下記の計 4 つの戦略を挙げ、攻撃型と防衛
型の戦略の両方を追求しながら 3 つの価値を組み合わせてディスラプションをする必
要性を上げている  
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表 1 既存企業のための 4 つの対応戦略  
戦略種別  戦略名  概要  
防衛的戦略  撤退戦略  攻撃されている事業分野から戦略的撤退をする。  
収穫戦略  ディスラプティブな脅威を遮断し、攻撃されている事業分
野のパフォーマンスを最適化する。  
攻撃的戦略  拠点戦略  ディスラプションと関係する競合利益を持続させる。  
破壊戦略  自らの中核事業をディスラプティブし、新しい市場を生み
出す。  
出所：マイケル・ウェイド  対デジタル・ディスラプター戦略より筆者作成  
 
ウェイドら(2016)は、これらの戦略を実行するためには、プランニング能力ではな
く、「ディスラプターのスピードや柔軟性、有効性に対応できる能力」が必要である
と述べており、「デジタルビジネス・アジリティ」を身に付ける必要性を提唱してい
る。  
また、ウェイドら(2016)は、デジタルビジネス・アジリティは、「ハイパーアウェ
アネス（察知力）」「情報にもとづく意思決定力」「迅速な実行力」の 3 つの能力を
土台にした“メタ能力”のようなもの」としている。これらの能力を身に付けるため
には、デジタル技術を業務プロセスに適用し、経営をリーンにし、意思決定や、人材
や組織など様々なレイヤーでの変革をして、「リーン既存企業」となる必要性をウェ
イドら(2016)は述べている。  
 
第3項 . “What ‘digital’ really means”（2015 年） 
McKinsey&Company の Dörner と Edelman (以下 Dörner・Edelman と表記)は、本
レポートで、ビジネスリーダーは、デジタルが持つ正確な意味について、明らかで共
通の理解をもち、それらがビジネスの戦略やパフォーマンスの推進力にどのような意
味を持つのかを理解することが必要である  と述べており、デジタルの定義を「モノと
いうだけでは不足しており、モノを行うための手段として捉えるべき (1)」（Dörner,2015
より筆者訳）としている。  
そして、Dörner・Edelman（2015）は、デジタルを、3 つの属性（①ビジネスの新
しいフロンティアでの価値創出、②顧客体験のビジョン実現プロセスの中での価値創
出、③全ての構造を支える基礎となるケイパビリティ構築）に分けて考察をしている。 
 
A) 本書における第四次産業革命に関する用語の定義 
 
第四次産業革命  
本書では第四次産業革命に関する記述はない。  
 
デジタル  
 
(1) 以下、本レポートでは引用および参照は筆者の訳に基づく  
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Dörner・Edelman（2015）は、デジタルを「より有用で持続的にデジタルという用
語を捉えるためには、モノとして捉えるだけでは不足で、モノごとを実行する方法と
して捉えるべきである」とし、下記の 3 つの属性にブレークダウンしている。  
 
① ビジネスの新しいフロンティアでの価値創出  
② 顧客体験のビジョン実現プロセスの中での価値創出  
③ 全ての構造を支える基礎となるケイパビリティ構築  
出所：Dörner・Edelman（2015）より筆者訳  
 
 
モノのインターネット（Internet of Things: IoT）  
本レポートでは、IoT の定義に関する議論はないが、顧客価値創出の一例として、
「既存のバリューチェーンの欠陥を発見するために、ディスラプター達が、これまで
では前例のないほど精度が高いデータを利用し始めている」(Dörner, 2015）と述べて
いる。  
 
B) 経営に対する影響 
デジタルの定義に記載の 3 つの属性の他に、本レポートの結び  の中で  Dörner・
Edelman（2015）は、「デジタルは成長のカギを開けるものである。企業が、どの様
にデジタルの意味を解釈して行動するかは様々になるだろう、しかし、デジタルが意
味することへの明確な理解は、ビジネスリーダーが、デジタルが価値をつかむのにど
のように利用され得るか共有されたビジョンを作ることを可能にする。」と述べてい
る。  
 
第4項 . 『 IoT 時代の競争戦略」（2014 年） 
5 つの競争要因（5Forces）やポジショニング戦略、バリューチェーンで知られるポ
ーターは、ジェームズ  E. ヘルプマンとともに、2014 年に Harvard Business Review
へ「How smart, connected products are transforming competition」(2) という IoT に関
する論文を投稿している。  
この中では、第四次産業革命やデジタルという言葉はないが、 IoT がもたらす変化
の競争戦略について、5Forces を用いた業界構造分析などを用いて論じている。  
 
C) 本書における第四次産業革命に関する用語の定義 
 
第四次産業革命  
当該論文では第四次産業革命に関する記述はない。  
 
デジタル  
 
(2) 本論文の日本語版は、有賀裕子訳、「IoT 時代の競争戦略」(2015) 
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当該論文ではデジタルに関する記述はない。  
 
モノのインターネット（Internet of Things: IoT）  
ポーターら(2014)は、IoT という言葉自体に関して定義をしてはいないが、IoT が持
つ意味合いについて、「接続機能を持つスマート製品の増大を受けて、それが意味す
るであろう新たな事業機会に光を当てるために、「モノのインターネット」（ IoT：
Internet of thins）という言葉が登場した。」と述べている  。しかし、その後、IoT と
いう言葉は、接続機能を持つスマート製品の増大による新たな事業機会を持つ意味を
理解する上で重要ではないとし、「接続機能を持つスマート製品の機器の機能や性能
の増大とそれが生み出すデータこそが、競争の新時代の到来を告げているのだ。(3)」 と
述べている。  
 
D) 経営に対する影響 
当該論文の中で、ポーターらは、IT は過去 50 年間で競争と戦略のあり方を 2 回激
変させたが、それに続く第 3 の変革の波が起きようとしている表現している。  
センサー等の IT を搭載した製品は、製品から収集したデータを収集、分析し、クラ
ウド上でアプリケーションにより分析することで、製品の機能性や性能が目まぐるし
く向上していると指摘している。また、バリューチェーンについても、個々の活動で
IT を搭載した製品から収集されるデータ分析やセキュリティの確保などが発生し、在
り方が変わり、その結果生産性向上の波がまた起きるとしている。  
これらの結果、「前二回を凌ぐほどのイノベーション、生産性向上、経済成長を引
き起こす可能性がある」と述べている。  
しかし、一方で、「競争のルールや競争優位は従来と変わりない。」としており、
接続機能を持つスマート製品が、業界の競争状況や収益性にどのように作用するのか
の分析を 5Forces により行い、その後、競争を獲得するために必要なのは、差別化を
して価格を上乗せするか、コストをライバル企業より低く抑えるか、両方を取るのか
であると述べている。  
 
 
第5項 . 「日本企業のデジタル化と CDO (Chief Digital Officer): Disrupt, Develop, 
Drive and Disappear」（2016 年） 
コンサルティング会社である、PwC コンサルティングの Strategy&の唐木と岡崎（以
下、唐木・岡崎と表記）は、本レポートで、デジタル化を”デジタル化とは、「デジ
タルによる事業環境や消費者・顧客のマインド、行動の変化に企業が対応するための
変革活動」”として定義し、日本企業のデジタル化の現状調査および、デジタル化と
CDO の課題について述べている。  
 
A) 本書における第四次産業革命に関する用語の定義 
 
(3) 日本語訳は有賀裕子訳『IoT 時代の競争戦略』(2015)からの引用 
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第四次産業革命  
当該レポートでは第四次産業革命の定義に関する記述はない。  
 
デジタル  
デジタルそのものについての定義はないが、唐木・岡崎(2016)は、デジタル化を「デ
ジタルによる事業環境や消費者・顧客のマインド、行動の変化に企業が対応するため
の変革活動」として定義している。  
  
また、唐木・岡崎(2016)は、「従来の IT 化が情報システム部などの機能部門内に閉
じた活動が中心であったのに対して、今後のデジタル化は部門横断的な業務プロセス
の見直しや、顧客や取引先との関係性のあり方の見直しにまで踏み込んだ変革活動と
して行われるという点にも注目すべきである。」とも述べている。  
 
モノのインターネット（IoT：Internet of Things:）  
当該レポートではデジタルの定義に関する記述はない。  
 
B) 経営に対する影響 
本レポートで、唐木・岡崎(2016)は、デジタル化とその推進姿勢の考慮ポイントと
して、下記の 2 点を挙げている。  
①事業環境や顧客のマインドの大きな変化  
②事業の行い方を抜本的に変える自己変革に取り組む必要性  
①について、唐木・岡崎(2016)は、顧客がモバイルなどを通じて情報を収集発信し、
多くの消費者に瞬く間に共有される、店舗を訪問せずに購買が可能になる、情報の分
析により発信される情報がカスタマイズされるなどを例に挙げている。  
また、唐木・岡崎(2016)は、②についても、事業運営の効率化として、自動化によ
る省力化、大量データによる情報分析やその高速化による判断精度の向上、熟練工の
ノウハウのガイダンス化や自動化等などを挙げている。  
唐木・岡崎(2016)は、これらの結果、企業は従来通りの手法に固執すると取り残さ
れてしまうため、自己変革が必要と述べている。  
また、日本企業が得意とするモノづくりについても、唐木・岡崎 (2016)は、デジタ
ル化により優位性が相対的に低下し、新興国のキャッチアップなども可能になるため、
同質的な競争ではマージンが低下するとしている。そのため、製造業は、バリューチ
ェーンの下流に進出する、サービス化などをする必要があると述べ、それに合わせて、
企業のあり方、マインド、行動などすべてを変革させる必要があると、唐木・岡崎 (2016)
は、述べている。  
更に、唐木・岡崎(2016)はデジタル化のテーマとして、下記 3 つのテーマを紹介し
ている。  
① 「顧客との関係」におけるデジタル化の推進…ターゲティングとカスタマイズ  
② 「SCM・製造」領域におけるデジタル化の推進…効率化の推進とサービス化  
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③ 「働き方改革」におけるデジタル化の推進  
 
第6項 . “The case for digital reinvention"（2017 年） 
McKinsey＆Company の Bughin、LaBerge, Mellbye による本レポートでは、用語の
定義を論じたものではないが、企業のデジタル化の内容と収益成長率、EBIT 成長率、
デジタル投資収益率の関係を考察することで、デジタル化の勝者企業を特定し、上位
の企業ほど、戦略とデジタル化を結び付けて考え、広範囲にわたってデジタル化を実
施しているとしている (4)。  
 
A) 本書における第四次産業革命に関する用語の定義 
 
第四次産業革命  
当該レポートでは第四次産業革命の定義に関する記述はない。  
 
デジタル  
当該レポートではデジタルの定義に関する記述はない。  
 
モノのインターネット（Internet of Things: IoT）  
当該レポートではデジタルの定義に関する記述はない。  
 
B) 経営に対する影響 
当該レポートでは、Bughin・LaBerge・Mellbye（2017）は複数の業界に対してデジ
タル化の範囲をアンケート調査し、デジタル化のレベルを横軸に、収入 (revenue)の成
長率と EBIT の成長率をそれぞれ縦軸に取る形でモデル化している。  
その結果、平均的な企業の対応でデジタル化した場合は、それぞれの成長率はマイ
ナスになると、Bughin・LaBerge・Mellbye（2017）は述べている。（図  1）  
 
図 1 デジタル化による収入と EBIT の成長率試算  
 
 
出所：  
 
(4) 本レポートの引用と参照は筆者の訳による  
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McKinsey＆Company Bughin・LaBerge・Mellbye（2017）「The case for digital 
reinvention」より筆者作成  
 
しかし、Bughin・LaBerge・Mellbye（2017）は、企業がデジタル化に積極的に取り
組んだ場合は、平均で収入は 11.2％、EBIT で 7.3%高い成長率が得られるとしている。 
ただし、Bughin・LaBerge・Mellbye（2017）は、調査をデジタル化の範囲を、製品
とサービス、マーケティングと流通経路、ビジネスプロセス、サプライチェーン、エ
コシステムにブレークダウンした場合、エコシステムの構築だけは、収入で -0.1%、EBIT
で-0.2%の成長率となりマイナスになるとしている。これは、エコシステムのプラット
フォーム構築に必要な、資産やケイパビリティが現在の企業で欠けているからである
と、Bughin・LaBerge・Mellbye（2017）は推測している。  
また、Bughin・LaBerge・Mellbye（2017）は、収入と EBIT の成長率、デジタル投
資収益率での上位四分の一の企業を特定し、上位企業の 55%が企業戦略とデジタル戦
略が整合していると答えたのに対して、それ以外では 23％であったとしている。また、
上位企業では、製品とサービス、エコシステム、ビジネスプロセス、サプライチェー
ンなど、すべてに対して投資を行っているとしている。  
Bughin・LaBerge・Mellbye（2017）は、更に、上位企業では、サイロ化したマイン
ドセットや振る舞いが少なく、ビジネスユニットを跨いだ共通文化が醸成され、組織
を跨いで顧客に対して共通の見通しを持っている傾向があるとしている。。  
そして、Bughin・LaBerge・Mellbye（2017）は、これらの結果を用いて、企業が自
らディスラプターになった場合と、ディスラプターのファーストフォロワーになった
場合での収入の成長率を試算しており、前者で正味 4.3%、後者で 0.4%、年の収入が増
えるとの試算をしている。  
 
また、Bughin・LaBerge・Mellbye（2017）は、多くの企業では、自分たちが「ディ
スラプターになり、エコシステムを作るということが難しいため、ファーストフォロ
ワーを狙うことになると述べている。更に、Bughin・LaBerge・Mellbye（2017）は、
ファーストフォロワーの場合、戦略的な掛けを行う必要もなく、上手く実行をするこ
とができる可能性も高まるという点でプラスであるとしている。しかし、Bughin・
LaBerge・Mellbye（2017）は、ファーストフォロワーの戦略を実行するには、デジタ
ルの成熟面において、オペレーションと組織の全ての層を上手く実行するための、最
先端のアジリティ（迅速性）を要求されるとも述べており、実行の困難さを表してい
ると考えられる。  
 
第3節 . 先行研究の論点整理 
各先行研究の主張を、「表  2 先行研究の主張整理、表  3」にまとめた。  
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表 2 先行研究の主張整理（1/2） 
論文・レポート  第四次産業革命  対デジタル・ディスラプター
戦略  
What ‘digital’  really 
means 
IoT 時代の競争戦略  日本企業のデジタル化と
CDO (Chief Digital Officer): 
Disrupt, Develop, Drive and 
Disappear 
The case for digital 
reinvention 
著者  クラウス・シュワブ(2016) マイケル・ウェイド(2016) McKinsey&Company(2015) マイケル E. ポーター, ジェ
ームズ E. ヘルプマン(2014) 
PwC コンサルティング  
Strategy&(2016) 
McKinsey&Company(2017) 
第四次産業革
命の定義  
✓ 第四次産業革命では、認知
力の向上が生産量を増加
させている。  
✓ デジタル革命が土台にな
っている。  
✓ 記述なし  ✓ 記述なし  ✓ 記述なし  ✓ 記述なし  ✓ 記述なし  
デジタル/デジ
タル化の定義  
＜デジタル＞  
✓ デジタル革命は、個人と制
度や関係機関との関わり
や協力を大きく変える、全
く新しいアプローチを創
出  
✓ 新たな変化やテクノロジ
ーは、すべてデジタル化と
情報テクノロジーの浸透
力を活用  
＜デジタル＞  
✓ 複数の技術革新が、つなが
り（コネクティビティ）の
向上という意味で統合さ
れていくこと。  
※ビッグデータとその解
析、クラウド・コンピュー
ティング、IoT などの、技
術について、1 つ以上を土
台としていること。  
＜デジタル化＞  
✓ デジタル技術とデジタ
ル・ビジネスモデルを用い
て組織を変化させ、業績を
改善すること。  
要件として、下記の 3 つ  
・目的が企業の業績改善  
・デジタルが土台  
・プロセスや人、戦略など
組織の変化を伴う  
＜デジタル＞  
✓ モノを行うための手段で
下記 3 つの属性に分解さ
れる  
① ビジネスの新しいフロン
ティアでの価値創出  
② 顧客体験のビジョン実現
プロセス中での価値創出  
③ 全ての構造を支える基礎
ケイパビリティ構築  
✓ 記述なし  ＜デジタル化＞  
✓  
デジタルによる事業環境
や消費者・顧客のマイン
ド、行動の変化に企業が対
応するための変革活動  
✓ 記述なし  
IoT の定義  ✓ 第四次産業革命の物理的
側面とデジタル的側面の
主な架け橋の一つ  
✓ デジタルの土台となる技
術の一つ  
✓ 定義なし  
✓ ディスラプター達が、バリ
ューチェーンの欠陥分析
に利用し始めている。  
✓ 接続機能を持つスマート
製品の増大による新たな
事業機会に光を当てるた
めに登場した言葉  
✓ 接続機能を持つスマート
製品の機器の機能や性能
の増大とそれが生み出す
データこそが、競争の新時
代の到来を告げている  
✓ 記述なし  ✓ 記述なし  
出所：各論文・レポートより筆者作成  
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表 3 先行研究の主張整理（2/2） 
論文・レポート 第四次産業革命  対デジタル・ディスラプター
戦略  
What ‘digital’  really 
means 
IoT 時代の競争戦略  日本企業のデジタル化と CDO 
(Chief Digital Officer): 
Disrupt, Develop, Drive and 
Disappear 
The case for digital 
reinvention 
著者  クラウス・シュワブ(2016) マイケル・ウェイド(2016) McKinsey&Company(2015) マイケル  E. ポーター , ジェー
ムズ E. ヘルプマン(2014) 
PwC コ ン サ ル テ ィ ン グ 
Strategy&(2016) 
McKinsey&Company(2017) 
経営に与える
影響  
① 顧客の期待が変化する  
② データによって製品の質
が向上し、資産の生産性
が改善される  
③ 企業が新しい形の協力関
係の重要性を理解し、新
たなパートナーシップを
形成する  
④ 経営モデルが新たなデジ
タルモデルに移行する  
① どの業界もデジタル・デ
ィスラプションの影響を
受ける  
② 既存企業は変革をし、対
ディスラプター戦略を実
行するために必要なビジ
ネスアジリティを身に付
け「リーン既存企業」に
なるべき  
① デジタルは成長のカギを
開けるものである。  
② どの様にデジタルの意味
を解釈して行動するかは
企業による  
③ デジタルが意味すること
への明確な理解は、ビジネ
スリーダーが、デジタルが
価値をつかむのにどのよ
うに利用され得るか共有
されたビジョンを作るこ
とを可能にする  
① 競争と戦略のあり方を変
える変革の波  
② 製品の機能や性能が目ま
ぐるしく向上  
③ バリューチェーンにおい
ても生産性向上の波が起
きる  
④ 過去 50 年に二回あった IT
による変革を超えるイノ
ベーション、生産性向上、
経済成長を引き起こす可
能性がある  
① 顧客マインド変化と生産
性向上による環境変化に
対応するため、大きな自己
変革（デジタル化）が必要  
② デジタル化のテーマの例  
✓ 「顧客との関係」にお
けるデジタル化の推
進  
✓ 「SCM・製造」領域に
おけるデジタル化の
推進  
✓ 「働き方改革」におけ
るデジタル化の推進  
① 積極的に企業活動の全体
をデジタル化した企業は、
売上と利益の成長率が上
がる傾向にある。  
② デジタル化における上企
業は、サイロ化したマイン
ドセットや振る舞いが少
なく、ビジネスユニットを
跨いだ共通文化が醸成さ
れ、組織を跨いで顧客に対
して共通の見通しを持っ
ている傾向がある  
出所：各論文・レポートより筆者作成  
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第4節 . 用語の定義について 
本論文に記載した先行研究の中では、第四次産業革命については、シュワブ（2016）
のみが言及している。  
 
デジタルとデジタル化に関しては複数のレポートが言及しているが、明確な定義を
しているのは、マイケル・ウェイドら(2016)と McKinsey&Company の Dörner・Edelman
（2015）のみであり、他はデジタルによる活動や効果を述べている。またシュワブ
（2016）によれば、「デジタル革命は、第四次産業革命の土台」になっているとの記
述もある。  
 
また、シュワブ（2016）は、第四次産業革命の特長として、「これまでと比べ物に
ならないほど偏在化しモバイル化したインターネット、小型化し強力になったセンサ
ーの低価格化、AI、機械学習」をあげており、この中には、モバイル化したインター
ネットやセンサーによって実現される IoT も含まれていると考えられる。従って、第
四次産業革命とデジタルと IoT の間には階層関係があり、第四次産業革命が上位概念
であると考えらえられる。  
 
IoT の定義については、はっきりとは判別できないが、第四次産業革命やデジタル
を構成する技術として捉えることができる。  
しかし、ポーター・へプルマン(2014)の論文で取り上げられている IoT は、IoT とい
う技術そのものよりも、スマート製品により生み出されるデータに価値が競争の新時
代の到来を告げていることに価値があるとしている。更に、過去 50 年に 2 回起きた IT
変革を超えるイノベーションなどが発生するとしている。この主張は第四次産業革命
のことを指していると考えられる。  
 
第5節 . 経営への影響について 
全ての論文とレポートを総合すると、第四次産業革命、デジタル、IoT により、経
営の外部環境が変化し、顧客の期待が変化し、生産性等が向上するため、企業は新し
い経営モデルに移行するべきであるということがわかる。  
また、McKinsey&Company の Bughin・LaBerge・Mellbye (2017)によれば、デジタ
ル化への態度や変革内容で、売上と利益の成長率が左右されるということが読み取れ
る。  
 
第6節 . 本論文での分析観点 
第 1 節と第 2 節から、第四次産業革命の定義を除いて、デジタル、IoT などの用語
には定義や意味合いに差異がみられる。一方で、それらが経営に与える影響や、対応
策は概ね一致していることがわかってきた。  
そこで、用語の混乱を避けるため、本論文では考察が終わるまでは、時代や環境の
変化を表すために「第四次産業革命」「デジタル」「IoT」という言葉をなるべく利用
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せず、「新しいテクノロジーがもたらす潮流（単に「テクノロジーがもたらす潮流」）
といった表現を用いることにする。  
また、これらの論文やレポートは主に海外企業に対して考察されたものが多く、
2014~16 年代に発行されているため、2017 年の日本企業がそのまま参考にできるかど
うかは疑問が残る。  
そのため、本論文では、日本国内の企業を含めて、2017 年の取り組み事例を分析し
ていくことにしたい。  
また、その事例分析から、第四次産業革命とそれにまつわる主要な概念・用語の定
義を再考し、それらの概念や用語が「経営の中でどのように位置づけられ」、「経営
にどのようなインパクトを与えるのか」、「すべての企業が取り組む必要があるもの
なのか」、「企業の立ち位置によってどのような取り組み方の違いが出て来るのか」
の検討につなげ、「日本企業が今後どのように経営を進めていくべきか」、というこ
とについて、初期的な仮説を構築していきたい。  
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第3章 . 事例研究の方法 
本論文の事例研究では、国内における 2 つの企業について、取り組み内容とパフォ
ーマンスを比較する。  
 
第1節 . 調査対象企業の選択基準 
事例調査の選定は下記の基準で実施した。  
① 日本国内の B2B と B2C 企業をそれぞれ 1 社ずつ含める  
② 公開情報の入手しやすさを考慮する  
日本国内の B2B 企業は、公開情報が少なくなる傾向があるため、公開情報に加
えて内部関係者にアクセス可能かどうかも考慮した。  
③ 対象の企業が、第四次産業革命やデジタルあるいは IoT に関するレポートや情
報を早く公開していること。  
 
第2節 . 調査対象企業 
選択基準を勘案し、事例調査対象の企業は下記の企業とした。  
 
表 4 事例調査対象の企業  
B2B B2C 
横河電機株式会社  
※文献調査とインタビュー  
株式会社ファーストリテイリング  
※文献調査  
出所：筆者作成  
 
事例対象企業の選定理由を下記に示す。  
 
表 5 事例対象企業の選定理由  
対象会社  調査種別  選定理由  
横河電機株式
会社  
文献調査  
インタビュー  
✓ 日本の B2B 企業であるが、2015 年の時点で、
IoT に関する取り組みについて第三者による
レポートが公開されている。  
✓ 内部関係者に話を聞くことができる。  
✓ IoT に必ず利用されるセンサーを開発してい
るメーカーであり、バリューチェーンの上流を
抑えている。  
株式会社ファ
ーストリテイ
リング  
文献調査  ✓ 2015 年頃からビッグデータなど新しいテクノ
ロジーの潮流を取り入れた取り組みを実施し
ており、公開情報や新聞報道などが多く公開さ
れている。  
出所：筆者作成  
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第3節 . 事例調査内容 
事例調査は、下記の各企業における下記①、②を中心に調査を実施するものとする。  
 
① 第四次産業革命などの新しいテクノロジーによる潮流（以下単にテクノロジ
ーの潮流）に関する取り組みの調査  
② 業績調査  
 
第1項 . テクノロジーの潮流に関する取り組みの調査 
この項目では、対象企業が、テクノロジーの潮流に対してどのような取り組みを実
施しているかを調査する。この調査対象には、IT ソリューションの適用だけではなく、
関連すると考えられる、顧客への提供価値をはじめ、戦略やバリューチェーンや文化
などの変革も含まれる。  
なお、バリューチェーンの調査には、ポーターが提唱するバリューチェーンの一般
系（図 2 バリューチェーンの一般形）を拡張した価値システムを、更にカスタイマイ
ズしたものを利用する。（図 3）バリューチェーンは、企業や産業により異なる場合
があるが、複数企業や産業を跨いで分析する際には、個別企業にカスタマイズされた
形よりも、より汎用的な形で、同じ項目を利用して比較した方が分析として価値があ
るからである。  
本項目の調査は、対応時期や対応順なども考慮するため、価値システムへのプロッ
トだけではなく、時系列でも情報収集を実施する。  
 
図 2 バリューチェーンの一般形 
 
出所：ポーター(2016) 『新訂 競争優位の戦略』を参考に筆者作成 
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図 3 事例調査で利用する価値システム 
 
出所：筆者作成  
 
第2項 . 業績調査 
対象企業の売上高と利益、ROE について①で調査をした期間のパフォーマンスを調
査する。これは、第 1 項で調査した取り組みにより、どの程度業績が推移したのかは
かるためである。  
 
第4節 . 分析内容 
取集した事例を基に、個別企業の分析と、事例企業を横断した分析を実施する。  
 
第3項 . 個別企業の分析 
個別企業ごとに下記の観点で分析を実施する。  
テクノロジーの潮流への対応は、この企業において、  
① 経営の中でどのように位置づけられているのか。  
② 経営にどのようなインパクトを与えるのか  
 
第4項 . 事例企業を横断した分析 
その後、事例企業を横断し、下記の観点で分析をする。  
 
テクノロジーの潮流への対応は、一般に、  
① 経営にどのようなインパクトを与えるのか  
② 経営の中でどのように位置づけられているのか  
③ すべての企業が取り組む必要があるものなのか  
④ 企業の立ち位置によってどのような取り組み方の違いが出て来るのか  
 
第4章 . 事例調査結果 
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第1節 . 横河電機株式会社 
第1項 . 概要 
横河電機は、1915 年に電気計器の研究所として設立され、電気計器の販売から始ま
った企業である。現在では石油や化学などのプラントの制御機器・システムや IoT に
必要なセンサーや IT を活用した生産管理ソリューションを中心にグローバルで販売し
ているメーカーであった。  
しかし、関係者へのインタビューによれば、時代の変化ととともに、顧客のニーズ
が変わってきたことに併せて、単なる制御機器・システムなどの製品・サービスや IT
を活用した生産管理ソリューション販売から、オペレーショナル・テクノロジー（OT）
と IT を利用した製品・サービス販売や包括的なソリューションビジネス販売に変化し
てきた。更に、2016 年には、石油・科学業界専門のコンサルティング会社である KBC 
Advanced Technologies plc（以下 KBC）を買収するなど、コンサルティングビジネス
の拡充をしている。（横河電機 , 2016）  
また、KBC が持つ石油業界でのプロセスナレッジ（石油業界の全ての設備ライセン
スに関する経験とモデルやシミュレーション）は、GE（Baker Hughes, a GE company）
のインダストリアル・インターネットのプラットフォームである Predix に搭載され、
石油業界におけるデジタル・ツイン (5) の構築に役立てられようとしている。（BAKER 
HUGHES, 2017）  
 
第2項 . これまでの経緯 
横河電機のテクノロジーの潮流への対応を読み解くには、2009 年から 2010 年の中
期経営計画である「次なる飛躍に向けた構造改革」まで遡る必要がある。  
横河電機のアニュアルレポート 2009 によれば、2008 年に発生した金融危機により、
当時、横河電機の主力の事業だった 3 つの事業セグメント、「制御事業」、「計測機
器事業」、「新事業その他」の全ての事業において減益となった。その結果、FY07 は、
売上高が 4,374 億円(営業利益：274 億円、売上高営業利益率：6.3%）近くあったのに
対して、FY08 には売上高は 2,765 億円（営業利益：47 億円、売上高営業利益率：1.3%）
まで落ち込んだ。これを受けて、「固定費の削減による損益分岐点売上高の引き下げ」
と「事業ポートフォリオの見直し」を実施している。事業ポートフォリオの見直しに
より、「将来の発展に向け、制御事業を中心とした新たな事業ポートフォリオを構築」
することを目標としており、実現のための基本方針として、「①不採算事業からの撤
退」、「②制御事業へのリソースの集中」、「③計測技術の維持・発展」を挙げてい
る。  
横河電機は、この構造改革を受け、事業ポートフォリオを制御事業中心に変更し、
2011 年に新しい中期経営戦略である「Evolution 2015」を発表している。  
 
(5) デジタル・ツインとは、デジタル技術を使って再現された「機器のデジタル模型」のこ
とで、センサーから収集されたデータなどを取り込みながら、その機器をいつメンテナン
スするべきかなどをシミュレーションすることができる。（GE ジャパン. (2015). Ge reports 
japan｜デジタル・ツイン：データを分析して将来を予測する . Retrieved 1/12, 2018, 
from https://gereports.jp/digital-twin-technology/) 
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「Evolution 2015」の中では、長期ビジョンとして「制御事業でグローバル No1 カ
ンパニーになる」ことを挙げており、「マーケットシェアを業界トップシェア」にす
ることを目標にしており、中期経営戦略である「Evolution 2015」は、「長期ビジョン
の実現に向けた第 1 ステップ」としている。また、その基本戦略として、「制御事業
を中心とする成長戦略・ビジネス構造改革戦略」により「財務体質の健全化を図る」
としている。  
横河電機「Evolution 2015」の結果、2015 年 5 月には、不採算事業の撤退や分社化
により、事業ポートフォリオは、制御事業のソリューションサービスとプラットフォ
ームサービス中心に変化している。また、売上高 4137 億円、営業利益 396 億円（売上
高営業利益率は 9.6%）に回復している。  
また、この間に、他の OT ベンダーが手を出していなかった、「IoT を用いた OT と
IT の統合」という分野にも積極的に取り組み、2015 年には横河電機の「OT と IT の統
合についての考え方」を示した白書を ARC Advisory Group がまとめ、のホームペー
ジで発表している。（関係者インタビュー、ARC Advisory Group, 2015）  
この変革の後、新しい長期経営構想と中期経営計画である「Transformation 2017」
を発表した。「Transformation 2017」の位置づけとしては、「事業構造変革による成
長基盤の整備」としており、下記、3 つの変革と新しいビジョンステートメントを発表
している。  
 
横河電機の長期経営構想  
＜ビジョンステートメント＞  
「YOKOGAWA は“Process Co-Innovation”（注）を通じて、  
        お客様と共に明日をひらく新しい価値を創造します。」  
 
(注)Process Co-Innovation (プロセス コ・イノベーション) とは  
YOKOGAWA がこれまで培ってきた計測・制御・情報の技術を結集したオートメ
ーションの将来像です。これはプロセスの最適化を生産工程にとどめることなく、
企業内のバリューチェーンや企業間のサプライチェーンなど、あらゆる情報やモノ
の流れへと拡大し、お客様とともに新しい価値を創造する YOKOGAWA のソリュー
ション全般を表しています。  
 
＜コアコンピタンス＞  
当社グループの強みとして、高い信頼性を作り込み現場に適応させていく能力な
どの「基礎となる３つの力」と、お客様と課題を発掘し価値を共創する力などの「強
化すべき３つの力」を定義しました。  
 
＜注力すべき事業領域＞  
現在、得意としており、今後さらに注力すべき「資源、エネルギー、マテリアル
関連産業」と、今後、成長が期待でき、当社グループの強みも生かせる新領域「人々
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の健康や暮らしの豊かさを支える産業（ライフサイエンス、ヘルスケア、食料バリ
ューチェーン関連産業など）」を注力事業領域としています。  
出所：横河電機ホームページ  中期経営計画より抜粋  
 
Transformation 2017 
制御事業に引き続き注力していきます。今後の社会や市場の長期トレンドとして
予想される 
 
・資源エネルギー分野のさらなる成長 
・モノと情報の融合による産業構造の変革 
・都市や社会のスマート化 
を見据え、次の 3 つの重点項目に取り組むことで事業構造を変革し、収益性向上
を目指します。 
 
＜お客様フォーカス＞ 
製品視点・製品中心としたビジネスに加え、お客様視点・お客様フォーカスのビ
ジネスに事業を変革します。 
 
＜新しい価値づくり＞ 
当社グループの強みや ICT（情報通信技術)の進展に伴うビジネスチャンスを生か
し、現場情報の経営層での活用、企業・業種・業界を横断した効率化や最適化など
の新しい価値をお客様とともに創造する事業構造へ変革します。 
 
＜グローバル最適による徹底的な効率化＞ 
すべての機能・業務でのグローバル全体最適により、コスト構造の変革を成し遂
げ、収益性、効率性重視の経営へ変革します。  
出所：横河電機ホームページ  中期経営計画より抜粋  
 
Transformation 2017 発表後、横河は 2016 年 2 月に、イギリスの石油・ガス向けコ
ンサルティングおよびソフトウェア企業である KBC Advanced Technologies plc を買
収することで、ソリューション販売だけではなく、戦略レベルから顧客にサービスを
提供できるようなケイパビリティの獲得も実施している。  
 
第3項 . パフォーマンスの推移 
パフォーマンスの推移を比べると、第 1 項で述べたように、2008 年の金融危機によ
り、FY08 と FY09 の営業利益と ROE は底を打っているが、その後の構造改革
（2009-2010）、Evolution 2015(2011-2015)により、パフォーマンスが回復している。
Transformation 2017（2015-2017）発表後のパフォーマンスは、FY15 が期間内最高の
パフォーマンスであったが、FY06 は若干落ち込んでいる。しかしながら、ROE は 10％
を超えており、日本企業としては高水準を維持していると考えられる。  
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 図 4 横河電機の売上高と営業利益率の推移  
 
出所：横河電機（2017）  Financial Year Ended March 31, 2017 Financial Fact Book より筆者
作成  
 
図 5 横河電機の営業利益率推移 
 
出所：横河電機（2017）Financial Year Ended March 31, 2017 Financial Fact Book より筆者作
成  
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図 6 横河電機の ROE 推移 
 
出所：横河電機（2017） Financial Year Ended March 31,  2017 Financial Fact Book より筆者
作成  
 
 
第4項 . 考察 
横河電機のテクノロジーの潮流への対応は、経営戦略の中で、外部環境（特に顧客
の要望）の変化に対応するため、内発的に実施されているものであると考えられる。  
関係者へのインタビューによれば、横河電機では、ICT の積極的な活用は 2000 年以
前から実施してきていたが、顧客への提供価値とテクノロジーを積極的に結び付けて
考えるようになったのは、2015 年に発表された中期計画の Transformation 2017 に「ICT
を活用した新しい価値作りへの変革」である。従って、2015 年付近での横河電機の経
営環境（外部環境と内部環境）を、関係者へのインタビューを参照しながら考察をす
る。  
 
2015 年時点での外部環境  
①顧客のニーズの変化  
関係者へのインタビューによれば、横河電機の注力事業は制御事業であるが、
その制御事業の中でも石油業界や化学業界をはじめ、業界のリーディングカンパニ
ーとも付き合いがあるほどの主力事業であった。  
そして、横河電機はプラントのオートメーションシステムを中心にオイルメジ
ャーに販売をしてきたが、この分野において、顧客のニーズの変化があった。  
関係者へのインタビューによれば、石油業界では、これまで、新規のプラント
（グリーンフィールド）建設も多く、資本的な支出（CAPEX: Capital Expenditures）
最適化が主要な投資領域であり、そして円滑にプロジェクトを遂行することが重要
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な顧客のニーズだった。しかし、最近では新規プラントの需要は減り、また、原油
価格も低下するなどの要因も手伝い、既存のプラント（ブラウンフィールド）をい
かに効率よく運転して利益を生み出すかという点に、顧客の主要なニーズが変化し
てきた。つまり、運用経費（Operating Expenditures）や、トータルのライフサイ
クル全体の支出（TOTEX：Total Expenditures）最適化が顧客のニーズとなったの
である。  
その結果、顧客の要件も細分化し、プロジェクトの粒度は細かくなり、更に難
易度が上がってきた。（関係者へのインタビュー）  
一方、石油業界では、電力価格が自由化されるなど規制の変化や、グリーンプ
ロダクションに対するニーズ（価値）が高まるなど、事業環境がダイナミックに変
わっており、顧客もこの変化にどのように対応するべきか模索している状況になっ
ている。（関係者へのインタビュー）  
また、プライシングモデルも顧客の設備投資意欲の低下に伴い、「モノを売る」
時代から「パフォーマンスを売る」というマインドに変化してきた。（関係者への
インタビュー）  
更に、HSSE（健康・安全・セキュリティ・環境保全）などへのニーズも高まり、
これ自体も差別化要因として働くようになってきている。（関係者へのインタビュ
ー）  
これらの変化により、顧客の課題のレベルはハイレベルになり、これまでは顧
客の工場長レベルで対応されていたものが、顧客の CXO（C-Suit）レベルの案件
になってきた。（関係者へのインタビュー）  
業界の競争は、製品販売だけではなく、より上位の目線化でのビジネス・コン
サルティングにも踏み込む必要があるなど、内容が変化してきた。（関係者へのイ
ンタビュー）  
 
②テクノロジーの進化  
関係者へのインタビューによれば、テクノロジーの進化、特にデジタル技術の
進化がビジネスをラディカルに変化させてきているという。例えば、横河電機の業
界における変化としては、下記のようなものがあるという。  
 
a. スマートなマニュファクチャリングが可能になった。  
b. スマートでこれまでよりも早いデシジョンメイキングが可能になった。 
c. 異常をこれまでよりもかなり素早く検知することが可能になった。  
 
これらの技術は、これまでも存在していたが実用化レベルになり、更にインダ
ストリー4.0 などの国家レベルでの動きが変化に拍車をかけているという。  
 
③石油業界でのテクノロジーに対するニーズ  
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石油業界においては、下記のようなニーズがあり、IoT、拡張現実（AR）、人
工知能（AI）などの新しいテクノロジーが適用した OT/IT の統合ソリューション
提供への機会がある。  
 
表 6 石油業界におけるテクノロジーへのニーズ  
NO ニーズ 概要 テクノロジー適用例 
1 ファクトリーオートメ
ーションに対してのニ
ーズ 
そもそも自動車業界に比べてファク
トリーオートメーションやプロセス
オートメーションがあまり進んでい
ない 
ロボットや IoT 等を活
用したファクトリーオ
ートメーション 
2 複数プラントを併せた
最適化のニーズ 
プロセス最適化は、これまで 1 つの
プラントに対するものが中心だった
が、複数のプラントを跨いだ最適化
のニーズが発生している。 
IoT などを用いたプラ
ント情報の共有・制御 
3 複数企業を跨いだサプ
ライチェーン構築のニ
ーズ 
日本では東日本大震災以降、複数の
企業をまたいだサプライチェーンの
最適化に対するニーズが高まってい
る。 
IoT などを用いた情報
の共有・制御 
4 トレーサビリティ強化
に対するニーズ 
コンプライアンスに対応するため、
トレーサビリティの強化などのニー
ズがある。 
IoT などによるサプラ
イヤーをまたいだトレ
ーサビリティ強化 
5 技術者退職による技術
承継に対するニーズ 
デジタル技術の適用により、プラン
トの構造が複雑になっているが、熟
練技術者の退職などにより経験が浅
い技術者中心とって来たためトラブ
ルが増えているため対策が必要にな
っている。 
・AR 技術を用いたマニ
ュアル 
・過去のトラブル内容
やマニュアルを AI で
分析したトラブル検出 
6 プラント技術複雑化に
よるナレッジトランス
ファーのニーズ 
プラント制御のオートメーション化
により、トラブル対応が非常に難し
くなっているため、ナレッジトラン
スファーが必要になっている。 
同上 
出所：インタビュー情報と横河電機ホームページ「AR とモバイル技術の産業応用」  
を用いて筆者分析  
 
④ 競合会社の動向  
関係者へのインタビューによれば、顧客ニーズやテクノロジー領域の変化によ
り、競合会社の動向も脅威になってきていた。  
ビジネス・コンサルティングの領域では、戦略やオペレーションを得意とする
コンサルティングファームも競合会社になり脅威が増してきていた。  
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テクノロジーの領域では、ビジネス領域から IT 導入までを得意とするコンサル
ティングファームや IT ベンダーも脅威になってきていた。また、既存企業につい
ても、エマソンなどの大手会社が、新製品や新技術導入に対してマーケティングメ
ッセージを出すなど先行し始めていた。  
 
2015 年時点の横河電機の内部環境  
先にも述べた通り、関係者へのインタビューを分析した結果、横河電機の内部環
境における強みが 3 つあり、これらが三位一体となって横河電機を強くしていると
考えられる。  
 
強み① 業界のリーディングカンパニーが顧客である。  
横河電機の顧客は業界のリーディングカンパニーであるが、こうした顧客は新
テクノロジーへの感度も高く、常に高い要求をベンダーである横河電機に突き
つけてきた。これに応えることで横河電機は、これまで成長してきたと考えら
えられる。  
 
強み② 顧客からの難しい要求を実現するだけの実力（人材・技術・知見）がある。 
顧客からの難しい要求を実現するためには、それを実現するための実力が必要
である。  
関係者へのインタビューによれば、横河電機は、2000 年以前からも制御シス
テムや生産管理システムなどで IT の新技術を積極的に取り入れており、Ethernet, 
TCP/IP, リレーショナルデータベース、クラウドといった技術を初期の頃から利
用してきており、Oracle、WindowsNT、TCP/IP をミッションクリティカルなシ
ステムにいち早く導入してきている実績があるという。  
こうした技術の初期導入については技術的なチャレンジやリスクが伴うが、そ
のプロジェクトには社内のエース級の人材があてられ、また社外のパートナーが
対応するなどし、実現をしてきているという。  
また、現在においても、セキュリティ分野などで世界的なレベルで通用するプ
ロフェッショナル人材が内部にいるという。  
こうした人材が社内に存在する自体が横河電機の強みの源泉となっていると
考えられる。  
  
また、新技術の適用には、既存のオペレーションモデルのどの部分に、デジタ
ルで出現した新しいキーワードのどれが適応できるのかを見極めなければなら
ないという問題がある。この問題に対応するためには、IT や OT の知識に加えて、
顧客のビジネスプロセスに対する知見（ドメイン・ナレッジ）がなければ、問題
の所在が把握できないが、他社に比べて横河電機はこの面で優位であった。横河
電機は、OT 領域で停止が許されないミッション・クリティカルなシステムやソ
リューションを提供できるだけの技術力や、プロセスに対しての理解があり、IT
領域でも実力があったためである。  
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強み③ 顧客からの要望にチャレンジして応えていく文化がある。  
②で述べたようなリスクが高いチャレンジをするためには、顧客を中心として
考え、顧客の要望に真剣に向き合い、チャレンジを認める文化がなければならな
い。  
このような文化が醸成されていることは、横河電機の強みであると考えられる。 
 
上記の 3 つの強みが発揮された例が、OT/IT と統合の分野における取り組みで
ある。  
関係者によれば、この分野は、2012 年にガートナー グループが「2012 年の展
望：IT と OT の整合性確保がもたらすリスクと機会」というレポートで、OT/IT
との統合を提唱しだしたことに始まる。当初、「テクノロジーを積極的に活用し
てあらゆるものを繋げていく」という価値の創造に対して、他の OT ベンダーは
消極的だった。しかし、横河電機は、この時期から、積極的に取り組んでおり、
2015 年には、本分野に関する横河電機の考えを発表した。当時そうした考え方に
ついてまとめた資料はなかったため、顧客や IT ベンダーからも評価されたとい
う。  
 
弱み  ビジネス・コンサルティングの能力や顧客ビジネスの知見不足  
一方で、外部環境の変化への対応の面では、2015 年時点では弱みもあったと筆者
は考える。  
前述した顧客のニーズの変化により、ビジネス・コンサルティングの能力やビジ
ネスへの知見が必要とされていたが、元々、製品とソリューション販売だった横河
電機には、この点が不足しており、弱みでもあったと考えらえる。  
 
変化に対する横河電機の対応  
上記のような環境変化に対して、横河電機は自社の顧客に対する価値のありかた
（価値提案：Value Proposition）を変え、自社を変革させる必要があった。これが
Transform 2017 である。  
関係者によれば、Transform 2017 以前の認識では、環境変化への対応における
変革対象は、新しいソリューションビジネスのみで、既存のビジネス（ソフトウェ
アとハードウェアのプラットフォームやサービス）は除くという、限定的な変革の
認識であった。しかし、2018 年現在の社長である西島  剛志が、既存ビジネスも含
めて全領域で事業変革を進めることを宣言し、ビジョンステートメントの変更も実
施するなど全社レベルでの変革に位置づけが変化した。  
これにより、全事業部のリーダーが、「お客様にとっての価値にフォーカス」
に、マインドセットや行動を変えていくように変化し始めたという。（関係者イン
タビュー）また、その変革を促すため、グローバルで事業のリーダーに対して意識
改革を促すワークショップを実施してリーダーを教育しているという。（関係者イ
ンタビュー）また、このワークショップには、現場からのフィードバックを取り入
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れて変革をインタラクティブにするという目的も果たしているという。（関係者イ
ンタビュー）  
 
ビジョンステートメントの変化  
外部環境の変化を見ると、ダイナミックな環境変化により顧客も自分達の課題
や解決策を模索しながらビジネスを進めていく必要があった。また、TOTEX 最適
化のような全体感を持った価値を提供するには、生産工程だけだはなく顧客企業の
バリューチェーンやサプライチェーン全体を顧客と共に見直していく様に、価値の
提供の仕方を変化する必要があった。  
この考えは、ビジョンステートメントに含まれる”Process Co-innovation”に
反映された。  
 
顧客への提供価値の変化  
環境やテクノロジーの進化により発生している顧客ニーズは、下記の 3 つに集約さ
れたため、これらに対応する必要があった。  
 
＜顧客のニーズ＞  
① HSSE や規制改革など、ダイナミックな環境変化へのしなやかで素早い対応  
② TOTEX などの全体に対して最適化  
③ 新しいテクノロジーを活用して価値を生み出していく  
出所：関係者へのインタビューから筆者作成  
 
しかし、③の技術力については強みがあったが、①や②を含めた、すべてのニーズ
に対応するためにはビジネス・コンサルティングの能力や経営レベルでのドメイン・
ナレッジの拡充、そして IT/OT 技術の更なる進化が必要だった。  
そのために、Transformation 2017 では、コストカットを標榜しつつも、M&A 中心
の成長投資枠（3 年間で 500 億円）や研究開発費は総額維持（売上高比率 6％）を掲げ
ている。  
この戦略により、KBC の買収による石油業界でのコンサルティング能力やドメイ
ン・ナレッジの拡充や、クラウド企業の買収、ベンチャーへの出資、他社との共同研
究などを実施して、コアである制御事業でのケイパビリティを拡張し、自社の弱みを
補いつつも強みを強化し差別化につなげている。（表  7）  
 
表 7  2015 年以降の横河電機の主な経営に関する活動と買収・出資・共同研究 
年 月 横河電機 
2015 年 2 月 ✓ Cisco と包括的なサイバーセキュリティソリューション開発で協業 
✓ IIoT に関するホワイトペーパー公開 
 5 月 ✓ 中期計画「Transformation2017」を策定 
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 6 月 ✓ システムの構築・導入期間の短縮、保守性の向上を実現する次世代の
高度制御ソリューション「Platform for Advanced Control and 
Estimation」をシェルと共同開発 
 12 月 ✓ トルコの制御事業拡大のため販売代理店を買収 
2016 年 1 月 ✓ Industrial Evolution, Inc を買収 
 2 月 ✓ KBC 買収（完全子会社化）発表 
 4 月 ✓ KBC 買収（完全子会社化）完了 
 7 月 ✓ フォグコンピューティングの先端技術をもつシリコンバレーのベンチ
ャー企業に資本参加 
 9 月 ✓ 制御システムの健全性を確認するトラフィック分析・可視化技術を開
発 
 11 月 ✓ アメリカにアーキテクチャ開発室カリフォルニアを開設 
✓ IIoT セキュリティの米 Bayshore Networks に資本参加 
✓ エネルギー・マネジメント・ソリューション分野の Soteica を買収し
KBC に統合 
2017 年 2 月 ✓ IIoT アーキテクチャ開発のため、Microsoft などと提携 
 6 月 ✓ シノペック子会社のシノペックエンジニアリングとパートナー契約を
締結 
 7 月 ✓ 平成 29 年度バーチャルパワープラント構築実証事業に参画 
✓ 石油採掘現場や輸送パイプラインの配管内のつまりや腐食を防止する
ためのケミカルインジェクションの技術を持つノルウェーの
TechInvent2 AS を買収 
 8 月 ✓ 2050 年に向けたサステナビリティ目標を設定 
 9 月 ✓ IIoT アーキテクチャを活用したポンプ遠隔監視サービスの概念実証を
開始 
 11 月 ✓ 制御事業の新コンセプト「Synaptic Business Automation™」を策定 
✓ NTT 西日本とプラントでの小型無線センサ・LoRaWAN™ を活用した実証
試験を開始 
 12 月 ✓ NEDO などと中国広東省でエネルギーマネジメントシステム導入による
省エネ実証事業を開始 
出所：横河電機プレスリリースより筆者作成  
 
これらの活動の中でも、特に、KBC の買収による顧客のニーズに対応する能力の拡
張により、戦略レベルでのビジネス・コンサルティングから、ソリューションの構築、
そしてサステイナブルな価値向上まで、顧客ライフサイクル全体に渡り価値を提供で
きるようになったこと（図  7）は、横河電機の戦略に大きな意味を持っていると考え
られる。  
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図 7 横河の価値提供範囲  
 
 出所：横河電機ホームページ「YOKOGAWA と KBC の強み」  
 
なお、上記 3 つの顧客ニーズに対して、顧客のパートナーとして、顧客目線で
一緒に価値を創造してくというコンセプトは、2017 年 11 月に” Synaptic Business 
Automation™”というビジネスコンセプトとして発表されている。（横河電機ホー
ムページ 「Synaptic Business Automation が創出する価値」、図  8）  
 
図 8 Synaptic Business Automation™ 
 
 出所：横河電機ホームページ  
 
変革の効果  
KBC の買収により、石油業界のドメインやオペレーションモデルへの知見に基づい
たシミュレーションモデルやコンサルティングの力を得たことは、競争力向上への貢
献も大きいと考えられる。  
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関係者によれば、このケイパビリティの増強により、石油産出量やコストの最適化
などにおいて、課題解決のために、より具体的な提案が可能になった。例えば、「あ
るアクションをすると石油がどれくらいできるのか、それを作るにはどれだけのイン
プットが必要か、これにより、何億円の削減ができるのか」といった提案である。こ
うした提案は、石油業界における業界やオペレーションの知見に基づいたシミュレー
ションモデルがなければ成立しない。こうした提案において KBC の持つケイパビリテ
ィが差別化要因として働いており、案件受注の際、戦略コンサルティングファームと
も競合し、案件獲得で勝利することもある程、競争力が高まっているという。  
 
変革の起点・原動力  
関係者へのインタビューによれば、横河電機の変革の起点となっているものは、顧
客の要望や要求である。リーディングカンパニーをはじめ、国内外の顧客の要望に対
して真剣に向き合うことで、ロジカルに外部環境や内部環境を分析し、機会や成功要
因を捉え、自らの強みを活かしながらも、不足している点を補い企業全体を変革して
いる。  
「顧客起点」という言葉を言い換えれば、「現場発の変革」ともいえる。しかしな
がら、Transformation 2017 における取り組みからもわかるように、この変革を単なる
製品・ソリューションレベルの変革から、「全社レベルの変革である」と再定義した
のは経営トップであり、その影響は大きいと考えられる。  
また、関係者へのインタビューによれば、変革の実行においても、経営会議での進
捗報告だけではなく、インターナルコミュニケーションの場を増やして経営層からの
エンパワーメントをする、Face to Face のコミュニケーションで議論をする場を設ける
などの工夫をしているという。また、変革の意義については、グローバルでのワーク
ショップなどにより定着を目指すなどの、経営レベルでの努力も実施している。  
GE などの海外企業では、デジタル化の変革は、トップダウンで実施されることも多
いが、現場が直面している課題が経営戦略に反映されるという点は、現場中心が多い
といわれている日本企業にとって参考になるものであると考えられる。  
また、現場発で現場の声をくみ上げながら取り組む変革であったとしても、決して
現場だけに任せることはせずに、経営トップが関わりエンパワーメントしていくとい
う点についても、この変革の推進で重要な面を占めている  
 
価値システムへの影響  
横河電機は、テクノロジーの潮流により変化した顧客のニーズの変化などの競争環
境の変化に対応するため、顧客への提供価値を変化させ、ビジネスステートメントを
はじめとした企業の在り方を変革している。  
顧客への提供価値の変化は、IoT による製品やソリューションを提供するだけでは
なく、顧客のビジネスプロセス全体観点で最適化し、顧客の企業価値を向上すること
を目的としている。  
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また、価値システムとバリューチェーンを利用した分析パターン上は、製品と顧客
のバリューチェーンに関わる B、C、D という広範囲に渡って変革していることが読み
取れる。（図 9）  
 
図 9 横河電機の取り組み  
 
出所：関係者へのインタビュー、Transformation 2017、横河電機プレスリリースより筆者分析  
 
第5項 . 横河電機のまとめ 
横河電機にとって、新テクノロジーが生み出す潮流は、顧客のニーズを変化させ、
競合相手も変化させるなど競争環境に大きな変化をもたらした。この変化は、クラウ
ス・シュワブ(2016)が述べている「第四次産業革命が経営に及ぼす影響」と一致してい
る。その結果、企業の内部環境も変化させる必要があり、価値提案の変化や、ケイパ
ビリティの拡張という変革をもたらしている。  
また、ウェイドら(2016)らが提唱しているデジタルやデジタルビジネス・トランス
フォーメーションの定義にも近い変革を実施している。（ただし、デジタル・ディス
ラプターの参入前に対応している。）  
また、他の全ての先行研究で述べている経営への影響とも一致している。  
更に変革の内容は、本論文で提唱している価値システムでも、広範囲をカバーして
おり、単なる製品や業務プロセスへの新テクノロジー導入ではなく、それ以上の影響
を与えており、また売上高や利益の向上へも貢献していると考えられる。  
ただし、財務的なパフォーマンスについては、横河電機の場合、2008 年の金融危機
から脱却するために、テクノロジーに関する施策だけではなく、事業ポートフォリオ
の変革などの構造改革を多く実施しており、2015 年には既に IoT などに取り組んでい
たため、Transformation 2017 による財務的なパフォーマンスを断定することは難しい。 
しかしながら、市場の変化を機敏に捉えて、計画を立てて、変革を繰り返している
横河電機の歴史の中で、今回の新テクノロジーへの対応のための変革が大きな位置を
占めていると考えられる。  
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第2節 . 株式会社 ファーストリテイリング（ユニクロ） 
 
第1項 . 概要 
ファーストリテイリングは、ユニクロと GU といったアパレルのブランドを製造小
売業（SPA）として提供する企業である。ファーストリテイリングによれば、売上規
模は 2017 年 8 月期で 1.79 兆円であり、アパレル業界ではインディテックス（ZARA）
の 3.06 兆円（2017 年 1 月）、H&M の 2.66 兆円（2016 年 11 月）に続き 2017 年 8 月末
の時点では第 3 位の企業である。4 位の企業は、GAP で 1.71 兆円（2017 年 1 月）だっ
た。（ファーストリテイリング , 2017『業界でのポジション』）  
  
このファーストリテイリングも、昨今のテクノロジーの潮流に対応するべく変革を
実施している企業の一つであるといえる。  
ファーストリテイリングは、2015 年 6 月にアクセンチュアと”  デジタル時代の革
新的な消費者サービス開発に向けて協業”（アクセンチュア , 2016）を開始して以来、
デジタルをキーワードに変革を進めている会社といえる。  
2016 年 10 月に行われた 2016 年 8 月期の決算発表会では、「情報製造小売業」とい
う新しい産業を作るというコンセプトを「最大の目標」として発表した。（ファース
トリテイリング, 2016『2016 年 8 月期の業績と今後の展望』）この情報製造小売業とい
うコンセプトこそが、本論文で扱っている第四次産業革命などのテクノロジーの潮流
への対応であると考えられる。  
 
同決算発表会の資料（ファーストリテイリング , 2016『2016 年 8 月期の業績と今後
の展望』）によれば、情報製造小売業とは、下記 2 つの要件を満たした製造小売業で
ある。  
 
情報製造小売業  
① 情報を商品化する  
・人々の生活の変化、ファッショントレンド、高機能性素材と着心地の両立、
時代に合った着こなしなど、様々な情報を服作りに活かし顧客に情報をダイレ
クトに発信する小売業であること  
 
② 顧客中心主義（カスタマーセントリック）  
・顧客の声をビッグデータで分析し、すぐに商品化できるサプライチェーンを
持つ  
・顧客の購買動向などを分析し、いつでも精緻な需要予測ができる。また、瞬
時に販売計画の作成や修正を、社員全員のチームワークにより可能にする。  
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出所：ファーストリテイリング  (2016)  「2016 年 8 月期の業績と今後の展望」より筆者
作成  
このコンセプトの発表と同時に、情報製造小売業になるために、「サプライチェー
ンの大改革」と「仕事のやり方をすべて変える」ための変革プロジェクトとして、「有
明プロジェクト」を発表し変革を続けている。（ファーストリテイリング , 2016『2016
年 8 月期の業績と今後の展望』）  
 
第2項 . これまでの経緯 
ファーストリテイリングは、アクセンチュアと提携を開始する 2015 年よりも前から
も、IT を活用し顧客に価値を提供していた。例えば、ユニクロのホームページに掲載
されるプレスリリースによれば、2004 年には既にインターネット店・モバイル店では、
大きなサイズや小さなサイズなどの特別サイズの取り扱いを多くするといった取り組
み(ユニクロ , 2004『インターネット店・モバイル店で特別サイズ商品の販売を拡大』 )
や、2013 年にはモバイルアプリの会員数が 1,000 万人を超え、更に会員向けのコミュ
ニティサイトを構築すること(ユニクロ, 2013『インターネット店・モバイル店で特別
サイズ商品の販売を拡大』)などが挙げられている。  
 
そして、2014 年 10 月の決算発表会の説明資料には、3 年後の目標として「リアルと
バーチャルが融合した、新しい画期的な産業の創出」という説明が記載されている。
（ファーストリテイリング ,2014『2014 年 8 月期業績 今後の展望』）  
また、同年の決算発表と同月に、大和ハウス工業との共同事業で物流効率の向上を
目的として有明に巨大物流倉庫を建設するとの発表をしている。（ファーストリテイ
リング, 2014『大和ハウス工業との共同物流事業をスタート』）2016 年 8 月期の決算発
表資料によれば、この物流倉庫と同様の次世代物流センターが国内で 10 か所、2016
年 10 月の決算発表時点で稼働している。（ファーストリテイリング , 2016『2016 年 8
月期の業績と今後の展望』）日本経済新聞の報道によれば、新物流システムを稼働す
ることにより、インターネット通販での発送に 2~5 日かかっていたところを、翌日配
送に短縮できるという。(日本経済新聞, 2016/6/14) 
2015 年のアクセンチュアとの提携では、アクセンチュアの発表によれば、「消費者
向けのサービスにおけるデジタルイノベーションの実現に向けて」の協業としており、
デジタル革命やデジタルへの対応を始めていることがわかる。（アクセンチュア , 2015） 
また、ユニクロのプレスリリースによれば、2017 年には、スマートフォンの通販サ
イトをリニューアル（ユニクロ , 2017『あなたの手のひらに、“世界最大のユニクロ”
がオープン』）、AI を利用したチャットコンシェルジュの試験運用開始（ユニクロ , 2017
『チャットでショッピングを楽しめる AI コンシェルジュ「UNIQLO IQ」の試験運用
を開始』）など、実施しており、デジタルイノベーションの実現に向けた取り組みが
進んでいることがわかる。  
更に、日本経済新聞の 2017 年 3 月 17 日の報道によれば、ファーストリテイリング
が 2017 年 3 月に発表した有明プロジェクトでは、IT を駆使して、企画から生産、物流
などのバリューチェーンを変え、社員の働き方を変えることを発表しており、 IT を利
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用した変革はバリューチェーン全体に及んでいることがわかる。（日本経済新聞 , 
2017/3/17『ファストリ、私仕様の服、１０日で届く、有明オフィス始動』）  
 
第3項 . パフォーマンスの推移 
ファーストリテイリングのパフォーマンスは、概要でも述べたように売上高がアパ
レル業界で世界 3 位に位置付けており（ファーストリテイリング , 2017『業界でのポジ
ション』）、ROE も FY16 を除き、順調に伸びている。FY16 のパフォーマンスが低く
見えるのは、有価証券報告書によれば、この年に会計基準を IFRS に変更した関係で、
減損損失の計上方法が変わったためである。（ファーストテイリング , 2016『2016 年 8
月期（2015 年 9 月 1 日～2016 年 8 月 31 日） 有価証券報告書』）  
 
図 10 ファーストリテイリングの売上高と税引前利益の推移 
 
注）会計基準の変更に伴い、FY07～FY12 は日本基準（JGAAAP）、FY13～FY17 は国際会計基
準（IFRS）での集計  
出所：ファーストリテイリング（2017）『連結財務データ 直近四半期連結財務データおよび
過去 8 年分財務データ』、ファーストリテイリング（2016）『2016 年 8 月期（2015 年 9 月 1
日～2016 年 8 月 31 日） 有価証券報告書』より筆者作成  
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図 11 ファーストリテイリングの営業利益率推移  
 
出所：ファーストリテイリング（2017）『連結財務データ 直近四半期連結財務データおよび
過去 8 年分財務データ』より筆者作成  
 
図 12 ファーストリテイリングの ROE 推移 
 
出所：ファーストリテイリング（2017）『IR 情報  財務・業績  ROE・ROA・自己資本比率』
より筆者作成  
 
第4項 . 考察 
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ファーストリテイリングのデジタル化における対応も、横河電機と同じく、外部環
境の変化に対応するために実施している。また、この改革に対して、柳井代表取締役
会長兼社長が明確に「情報製造小売業になる」というビジョンを持っており、外部に
対して明確に説明している（ファーストリテイリング , 2017『2017 年 8 月期 ファース
トリテイリング 経営方針』）ことも、特徴的であり、変革の推進力になっていると考
えられる。  
また、横河電機と同様、デジタル化での変革範囲は、顧客への価値提案から始まり、
バリューチェーン全体に及び、単なる業務改善や EC サイト刷新という内容でないこと
が理解できる。  
 
外部環境の変化  
ファーストリテイリングの 2013 年 8 月期と 2014 年 8 月期の有価証券報告書によれ
ば、2014 年 8 月期までは、「対処すべき課題」として挙げている主なものは、グロ
ーバル化（各国での本部連携強化とユニクロの海外出店）、国内ユニクロの販売力
強化や成長、CSR（企業の社会的責任）であった。しかし、2015 年 8 月期には、こ
れらに加えて、グローバルブランドの構築や、グローバルでの生産ネットワーク最
適化、デジタルイノベーションの推進といった内容が含まれ始めている。  
これは、売上拡大のためにグローバルでプレゼンスを発揮するというブランド構築
の他に、技術革新による環境変化に対処するためだと考えられる。  
ここで言う、技術革新による環境変化とは、IoT などのテクノロジーにより、より
適切な顧客ニーズの把握、受注予測が可能になったことによって発生した以下の 2 つ
の変化であると決算資料（ファーストリテイリング , 2017『2017 年 8 月期  ファースト
リテイリング 経営方針』）から読み取れる。  
 
＜テクノロジーの進化によりアパレルに訪れた変化＞  
① IT に強い Amazon などの E コマース業者がアパレルで脅威になってきた  
ファーストリテイリングの 2017 年の経営方針説明資料によれば、柳井社長は下
記の様に述べている。  
 
今後は自分たちの特徴を活かし、  
どんどん進化するお客様のニーズに応えられる企業だけが生き残る。  
その動きの中心にいるのが、Google であり、Amazon、  
Apple、アリババ、テンセントであります。  
彼らはすでにあらゆる領域に入ってきている。  
そしてそれらの企業は協力者であり、競合先にもなります。  
 
出所：ファーストリテイリング（2017）『2017 年 8 月期 ファーストリテイリン
グ 経営方針』  
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これは、Amazon などの E コマース業者やその他の IT 業者が、マイケル・ウェ
イドが言うアパレル業界でのデジタル・ディスラプターになる可能性が出てきたと
言う事と理解できる。（もちろん協力者にもなり得る）  
このような E コマース業者は、効率的なサプライチェーンを持っており、安く、
そして早く商品を届けることができる。  
これに加えて、高い IT に関する技術力をもっており、更に顧客の購買履歴など
の情報をデータとして大量に持っているため、ビッグデータ分析や AI による分析
が可能である。その結果、受注予測や顧客のニーズに合わせた商品提案が可能とな
り、しかも、欠品などのリスクが少ないというオペレーションを実現できる。これ
は、より顧客にとってより適切なタイミングで、適切なより良い価値を提供できる
ということである。  
このような E コマースの業者がアパレル業界で本格的に活動を始めると、これ
までのアパレル業者では太刀打ちできない程の効率性を持って、より高い価値を顧
客に提供し始め、その結果、業界構造が破壊される可能性が高くなってきたため対
処が必要である。  
ただし、日本経済新聞の報道によれば、柳井社長は、Amazon 脅威論は否定し
ている。その理由として、Amazon は服に特化することもなく、Amazon だけが売
れるわけではないということを挙げている。（日本経済新聞 , 2017/10/25）  
 
② リアル店舗でも精緻なサプライチェーンマネジメントが可能になった。  
①とも関連するが、新しいテクノロジーを利用した受注予測などにより、「必
要なものを、必要な時に、必要なだけ製造する」ということが現実的になって
きていると考えられる。これをファーストリテイリングは、「無駄なものをつ
くらない、無駄なものを運ばない、無駄なものを売らない」と表現している。
（ファーストリテイリング , 2017『2017 年 8 月期 ファーストリテイリング  経営
方針』）  
このサプライチェーンが可能になれば、余計な在庫を抱えずに済み、ロスも少
なくなる。  
出所：ファーストリテイリング決算資料より筆者作成  
 
しかし、最適なサプライチェーンや、顧客へのリコメンドシステムを構築したとこ
ろで、顧客が最終的に商品を購入するかどうかは、その商品が自分にとって魅力的か
（価値があるか）どうかである。そのため、プロダクト自身も強化しなければならな
いという問題があるため、これのことも考慮に入れなければならない。つまり、ポー
ター（2016）が指摘する通り、差別化をして価格を上乗せするか、コストをライバル
企業より低く抑えるか、両方を取るのかを決定する必要があると考えられる。  
 
内部環境  
IT 系ニュースサイトの@IT（アットマーク IT）によれば、デジタルに関しては、最
先端技術を取り込ことが必要で、ビッグデータ解析、Web、モバイル系の開発につい
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ては、従来型のエンタープライズ系の IT とは異なるケイパビリティが必要であった。
(@IT, 2015『ファーストリテイリングがデジタル戦略を発表、他と何が違うのか』 ) 
 
変化に対するファーストリテイリングの対応  
上記の外部環境の変化に対応するために、ファーストリテイリングは、顧客への提
供価値を改革するため、下記の対応を実施したと考えられる。  
 
＜外部環境への対応＞  
① デジタル技術を利用した顧客接点の改革  
✓ EC サイトのオムニチャネル化（コンビニ受け取りなどの拡充）  
✓ （ユニクロ ,2017『ミニストップでの「コンビ二受取りサービス」を 8 月 29
日より開始 ～全国のコンビニの 8 割で、ユニクロ商品の受取りが可能に
～』  
✓ リアル店舗とネット店舗で会員情報の共通化(ITPRO, 2017『ファストリとア
クセンチュアが新会社、店舗の会員情報活用など強化』) 
✓ スマートフォンの通販サイトをリニューアル（ユニクロ , 2017『あなたの手
のひらに、"世界最大のユニクロ"がオープン』）  
✓ Uniqlo IQ（AI によるコンシェルジュサービス）  
✓ （ユニクロ , 2017『チャットでショッピングを楽しめる AI コンシェルジュ
「UNIQLO IQ」の試験運用を開始』）  
 
② デジタル技術を利用したサプライチェーンの改革  
✓ サプライチェーンの改革（次世代物流センター構築、有明プロジェクト）  
✓ 素材のサプライヤーの東レとの販売・生産情報共有（日本経済新聞 , 
2015/11/18）  
 
③ より良いプロダクトを作るための施策実施  
✓ 主要ファッション都市への R&D 拠点設置(日経流通新聞 , 2017/4/5) 
✓ 元エルメスのデザイナーを幹部に採用(日本経済新聞, 2016/6/9) 
✓ 島根精機とイノベーションファクトリー設立(日本経済新聞, 2016/10/28) 
 
＜内部的な変革＞  
✓ デジタル技術取り込み・人材育成のための合弁会社をアクセンチュアと設立
（アクセンチュア , 2016）  
✓ IT エンジニアの採用・IT システムの内製化(@IT, 2015『ファーストリテイリ
ングがデジタル戦略を発表、他と何が違うのか』) 
✓ IT 基盤の刷新(日経産業新聞, 2015/12/7) 
 
＜その他＞  
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✓ グローバルで人材管理をするため、人事システムをグローバルで統一（日本
経済新聞, 2015/11/2）  
✓ 動画による「デジタル面接」を導入(日本経済新聞 , 2016/8/24) 
✓ 経費精算システムのクラウド化（日本経済新聞, 2014/12/16）  
 
 
変革の効果  
ファーストリテイリングについては、まだ 2015 年から変革が開始され、次世代物流
センターの稼働から 1 年、その他施策は 2017 年に発表・実現されたものも多いため、
まだ定量的・定性的な効果を評価することは難しいと考えられる。  
そのため、今後数年間動向を注視しながら判断する必要がある。  
 
変革の起点・原動力  
変革の起点と原動力は、柳井社長であると考えらえる。  
柳井社長は、2017 年 8 月期決算の有明プロジェクトについての説明の中で、「生き
残るために自ら変わる」と表現しており、柳井社長の危機感を表していると考えられ
る。（ファーストリテイリング , 2017『2017 年 8 月期 ファーストリテイリング  経営方
針』）こうしたトップの危機感や、コミットメントがなければ、顧客への価値提案や
サプライチェーンの全体の最適化といった全社レベルでの変革を実施することは難し
いと考えられる。  
 
価値システムへの影響  
上記の変化により、ファーストリテイリングは、自社のバリューチェーンだけでは
なく、価値システム全体を変革していることがわかる。（図 13）  
 
図 13 ファーストリテイリングの取り組み 
 
出所：本論文の分析より筆者作成  
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第5項 . ファーストリテイリングのまとめ 
ファーストリテイリングは、テクノロジーの進化によって発生している潮流を広く
捉えて、アパレル業界がデジタル・ディスラプターによって破壊される可能性を考慮
している。そして、その可能性を基に、顧客やサプライヤーを含めた経営環境の変化
を分析し、自らの価値やバリューチェーンを再定義し、自分たちが「情報製造小売業」
という新しい業種を創造することを目標として変革を始めている。  
その変化の起点となり、推進しているのは、経営トップの柳井社長である。  
また、ケイパビリティの確保には、外部企業との合弁会社設立と内部の人材を強化
するという 2 つの方面からアプローチしている。内部人材の強化には時間がかかるが、
外部企業と協業することで、短期的なケイパビリティの不足をカバーしている。  
また、サプライチェーンの効率化以外でも、商品の差別化など競合もデジタルによ
る効率化をしてきた後の戦いに備え、有名デザイナー確保や R&D センター構築による
製品の競争力強化対しても対応をはじめていると考えられる。  
これらの取り組みによるパフォーマンスを議論するにはまだ早いと考えられるが、
テクノロジーの潮流に対して、どのように取り組んでいるか、という点では、日本発
の B2C 企業のリファレンスケースとして参考にできるであろう。  
 
 
第3節 . 事例のまとめ 
横河電機とファーストリテイリングの事例から、2 社とも新しいテクノロジーが生
み出す潮流に対して大きな変革をしているといえる。そこで、本節では、事例分析の
方法であげた観点から 2 社の事例を見直すこととする。  
 
第1項 . 経営の中での位置付け 
事例取り上げた 2 社は、2 社とも、テクノロジーによって引き起こされた外部環境
の変化に対して、全社で取り組みを実施している。  
横河電機については、「変化した顧客ニーズへの対応」という側面が大きい。  
ファーストリテイリングについては、情報製造小売業への変革を「生き残るために
自ら変わる」（ファーストリテイリング , 2017『2017 年 8 月期 ファーストリテイリン
グ 経営方針』）と表現しており、競合やデジタル・ディスラプターとの競争を強く意
識している。  
 
第2項 . 経営に与えるインパクト 
事例取り上げた 2 社は、2 社とも、顧客への価値提案（Value Proposition）と価値
システムの両方を変革しており、テクノロジーの潮流により、大きなインパクトを受
けていると考えられる。  
 
第3項 . すべての企業の取り組み要否 
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以下、2 つの理由からすべての企業が取り組むべきであると考えられる。  
 
理由1. テクノロジーの進化により顧客のニーズが向上している  
B2B の横河電機にしても、B2C ファーストリテイリングにしても、テクノロ
ジーの進化とその他の外部環境の変化により、顧客のニーズが変化している。
その変化に対応できなければ、既存の顧客を失うことに繋がり、また新規顧客
の獲得も難しくなるであろう。特に、B2C の消費財はライフサイクルも短く、
乗り換えコストが低いため、シェアを失う危険性が高いと考えられる。  
 
理由2. 競合他社や新規参入業者が先に取り組むと劣位になる  
横河電機の事例では、石油業界や化学業界のプラントという製品ライフサイ
クルが長いと考えられる業界であるため、一度、業者が決定した後に頻繁に乗
り換えが発生するということは考えづらい。そのため、先に顧客を獲得した方
が優位になる。例えば、横河電機のライバルであるエマソンが、先に KBC を買
収して、コンサルティングサービスを開始していたとしたら、横河電機は受注
機会を逸していた可能性も考えられる。  
また、ファーストリテイリングにしても、業界 1 位のインディテックスが先
にデジタルイノベーションに取り組みをし、サプライチェーンを更に改革し業
務効率化（業務効果の改善）や顧客へ提案価値向上、あるいは差別化のための
人材獲得に乗り出した場合、更に差をつけられてしまう可能性もある。  
また、Amazon をはじめとした E コマース業者の参入も脅威となり得る。  
そのため、先に取り組みをした方が、競争劣位になるリスクが抑えられる可
能性が考えられる。  
 
第4項 . 立ち位置による取り組み差異 
事例で取り上げた 2 社は、横河電機は B2B で、元々IoT に必要なセンサーやソリュ
ーションのサプライヤーであり、ファーストリテイリングは事業会社でテクノロジー
を利用する会社という立ち位置である。  
そのため、横河電機は弱みであった新しいテクノロジーの活用法を顧客に提案する
ためのケイパビリティを補強して顧客のニーズを満たす変革をした。  
一方、ファーストリテイリングは専業でない IT のケイパビリティの補強をという変
革をすることで、顧客のニーズを満たす方向に変化している。また、ファーストリテ
イリングは、デジタル化後の世界で競争優位を確保するために、プロダクトの差別化
を図ろうと R&D の力を強化する方向で変化を始めている。  
 
 
第4節 . 用語の定義について再考 
これまで、「第四次産業革命」、「デジタル」、「IoT」などが与える変化について
は、「新しいテクノロジーが生み出す潮流」として取り扱ってきたが、本節では、改
めて先行研究と事例研究を参照しながら、用語の概念と関連性をまとめたい。  
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第1項 . 第四次産業革命 
 
第四次産業革命の定義  
「接続機能を持つスマート製品」や AI などの新しいテクノロジーが生み出している
環境の変化のこと。  
 
第四次産業革命の特徴  
テクノロジーの進化により発生した認知力の向上が生産量を増加させている  
※クラウス・シュワブの説明する第四次産業革命の特徴の表現を拡張  
 
経営に与える影響  
① 顧客の期待が変化する  
② データによって製品の質が向上し、資産の生産性が改善される  
③ 企業が新しい形の協力関係の重要性を理解し、新たなパートナーシップを形成
する  
④ 経営モデルが新たなデジタルモデルに移行する  
 出所：シュワブ（2016）とポーターら (2014)の議論と、本論文の事例研究を基に筆者作成  
 
上記の様に定義した理由  
クラウス・シュワブ（2016）は、「第四次産業革命」を、「テクノロジーとデジ
タル化が万事を大きく変革する」ということを前提に、「第四次産業革命では、認
知力の向上が生産量を増加させている」と述べている。  
また、ポーターら（2014）は、「IoT の競争戦略」の中で、「接続機能を持つス
マート製品の増大」について「競争と戦略のあり方を変える変革の波」「過去 50 年
に二回あった IT による変革を超えるイノベーション、生産性向上、経済成長を引き
起こす可能性がある」と表現しており、現在の変化が大きな変革であるとしている。  
更に、事例研究からは、横河電機、ファーストリテイリング共に、センサーなど
の IoT 技術や AI などを応用したデータ解析により、顧客ニーズの変化（横河の場合
の OT/IT 統合による TOTEX 最適化ニーズ）や、異業種プレイヤーの参入による産
業構造の変化（横河電機のコンサルティング会社化、ファーストリテイリングの場
合はアパレル業界への E コマース業者の参入）などの外部環境のドラスティックな
変化が発生していることが理解できる。  
この環境変化の特徴は、IoT や AI によるデータ解析といったテクノロジーにより、
人々の情報を把握する力が向上し、生産効率が上がっていることであり、顧客ニー
ズの変化や経営モデルの変化を呼び起こしている。これはクラウス・シュワブ(2016)
がいう「認知力の向上が生産量を増加させている」という第四次産業革命の特徴や、
その他の経営に与える影響と一致している。  
従って、この「IoT や AI などの新しいテクノロジーが生み出している環境の変化」
のことを、本論文でも「第四次産業革命」と呼ぶ。  
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第2項 . デジタル/デジタル化 
本論文では、デジタルをとデジタル化を下記の様に定義する。  
 
デジタル/デジタル化の定義  
① デジタル  
接続機能を持つスマート製品や、AI、クラウドといったテクノロジーを利用し
て、これまで電子化や活用ができなかった情報を電子化して活用し、企業や個人が
活動を行うこと。  
 
② デジタル化  
企業や個人がデジタルを実現するために、自らが提供する価値のあり方や価値
システム/バリューチェーンの変革を実施すること。  
 
デジタルの特徴  
① 新しいテクノロジーの組み合わせ方により、これまでとは比べ物にならない程、
高い価値や生産性が実現されることがある。  
② 産業革命の土台であり、デジタルによりビジネスを実行する/デジタルによる価
値創造を求める企業や人々が増えると第四次産業革命が発生する。  
 
デジタルが経営に与える影響  
① デジタルを実現するための変革（デジタル化/デジタル・トランスフォーメーシ
ョン/デジタイゼーション）を実施し、顧客への価値提案や、価値システムやバ
リューチェーンを大幅な変更が必要になる可能性がある。  
② 新規参入者や既存企業がデジタルを利用することで業界内の競争が激しくなる。 
③ デジタルにより、顧客の期待値が上がるなど、大きく変化する。  
 
第3項 . モノのインターネット（ IoT） 
本論文では、IoT については、を下記の様に定義する。  
 
IoT の定義  
人間の世界に対しての認識を高めることを目的として、コンピューターに、センサ
ーや RFID を取り付け、人手を介することを無しに、インターネットを通してデータを
集められるようにすること。  
出所：Kevin Ashton（2009）を基に筆者作成  
 
IoT の特徴  
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① 人手を介さないでデータを収集して分析できるようになるため、これまで人間
だけで集めたデータではわからなかった事実などを知ることができる。（認知
能力が高まる）  
② 「これまで人手では収集できなかった情報を電子化する」という意味では、デ
ジタルを構成する要素となる。  
 
IoT が経営に与える影響  
コンピューターが膨大なデータ（ビッグデータ）をリアルタイムで収集して解析で
きる基盤技術であるため、これを AI などと組み合わせることで、新しい価値を創出す
る、コスト削減を行うなどが可能になる。  
 
第5章 . 考察 
これまでに見てきた先行研究および事例研究から、「第四次産業革命」、「デジタ
ル」および「デジタル化」、「モノのインターネット（IoT）」に関連するキーワード
（概念）の意味が整理されてきた。更に、事例研究を通じて、新しいテクノロジーの
潮流が産業界に与えている影響と、その影響に対して個々の企業が、どのような認識
を持てば良いのかの仮説が浮かび上がってきた。  
本章では、第四次産業革命やデジタルが経営に与える影響や企業における現在の対
応状況を総括し、日本企業における第四次産業革命やデジタルへの対応指針をまとめ
たい。  
 
第1節 . 先行研究と事例研究の総括 
第1項 . 第四次産業革命やデジタルが経営に与える影響 
第四次産業革命は、環境を大きく変化させ、企業にデジタル化を要請する。その
結果、企業内部のバリューチェーンだけでなく、企業外部の川上や川下のプレイヤ
ーおよび、それを包括する産業全体へのインパクトがあり、すなわち経営へのイン
パクトが非常に大きい。また、デジタルやデジタル化についても、単なる社内の一
部で取り組めばよい「新たな経営ツール」というよりも、全社的経営課題として捉
えるべきものである。  
 
第2項 . 第四次産業革命に対する取り組み状況 
三菱総合研究所(2017)が指摘するように、第四次産業革命に対する取り組みは、
国や企業により、着手状況や対象範囲に差があるが、積極的に対応している企業に
おいては、横河電機やファーストリテイリングの様に、企業のあり方そのものを変
革する取り組みを実施している。  
 
第2節 . 第四次産業革命への対応指針：戦略 
 
第1項 . デジタルへの対応の必要性と対応方針 
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第四次産業革命によって、生じている環境変化に対応するためには、デジタルに
対応する必要がある。そのデジタルを可能にするためには、デジタル化という変革
が必要となるが、デジタル化には、全ての企業が全社的な活動として取り組む必要
がある。  
なぜなら、デジタル化は、自社の顧客への価値提案（Value Proposition）や全社
の価値システム・バリューチェーンにプラス・マイナスの両面から影響を与え得る
からである。  
また、McKinsey&Company の Bughin ら(2017)が指摘するように全社的なデジタ
ル化の方が効果は高くなると考えられる。  
しかしながら、顧客への提供価値や価値システム・バリューチェーンをすべて一
度に取り換えることは難しいため、実務上は全社の構想を持ちながら、効果が高い・
比較的取り組みやすいという基準から優先順位をつけ、まずは優先順位の高いもの
から順を追って取り組むべきであろう。  
 
第2項 . デジタル化へのトップへの関与の必要性 
デジタル化は全社的な取り組みとなるため、デジタルについて理解したトップの
関与があることが望ましい。  
しかしながら、日本の大企業で、「デジタル分野の知見に明るい」もしくは、「当
該分野への危機意識の非常に強い」トップはそう多くはないのであろうか。日本企
業においては、横河電機の様に、現場やミドルなどが起点・主体となるボトムアッ
プ型の取り組みになるケースもあり得ると考えられる。その場合は、ミドル主体で
のトップ巻き込み、それに呼応したトップによるエンパワーメントなどが必要とな
る可能性が高い。  
 
第3項 . デジタル化に取り組む時期 
デジタル化により競争優位を得るためには、デジタル・ディスラプターが出現し
て業界構造を破壊する前、あるいは、競合他社がデジタル化に取り組み始める前に
対応するべきである。すなわち“早く”である。  
また、デジタル化は、自社の価値の在り方や価値システム全体を変える場合があ
り、時間がかかる、そのため、相手の出方を伺ってからでは間に合わない。  
 
第4項 . 業界知識・スキルの追求 
デジタル化により、異業種からの既存業界への参入が発生するといわれており、特
に IT 業界からの参入が脅威とされている。  
しかしながら、事例で取り上げた 2 社は、デジタル分野のスキルを高めつつも、自
分たちの業界に対する知見を強化する方向で、他社との差別化を図っている。  
横河電機は、KBC を買収して石油業界のインダストリー・ナレッジを強化して、自
社が元々もつ製品・ソリューションビジネスに統合することで、競争優位を高めてい
る。  
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また、ファーストリテイリングは、デジタル化によりサプライチェーンの最適化を
しつつも、R&D を強化し、有力デザイナーを雇用することで、競争力を高めようとし
ている。  
 
第3節 . 第四次産業革命への対応指針：人材・組織 
 
第1項 . デジタル化を推進するためのリーダーの養成 
デジタル化を推進するためには、従来のリーダーシップや経営管理の知見だけでは
なく、デジタルに必要なテクノロジーに関する知見も必要になる。なぜなら、これま
で論じてきたように、デジタル自体が経営課題であり、これまで以上に経営と結びつ
くからである。  
そのため、経営とデジタルを有機的に結びつけるだけの知見を持ち、かつ、経営全
体（自社が顧客に提供する価値と、価値システム、そしてバリューチェーン全体）を
俯瞰して全ての整合性を取るという視野の広さが必要である。  
 
これには、2 つの視点がある。  
1 つはビジネスリーダーのテクノロジーへの理解であり、2 つ目は技術リーダーのビ
ジネスへの理解である。  
 
① ビジネスリーダーのテクノロジーへの理解  
ビジネスリーダーは、テクノロジーについて学ぶ必要がある。しかし、テクノロジ
ーの知見が必要とは言え、  経営者がシステムを構築するために必要な全てのスキル
（プログラミングや設計など）を持つ必要はなく、Kane ら(2015)は、「リーダーはテ
クノロジーの魔法使いになる必要はないが、ビジネスとテクノロジーが交わることに
より何が達成できるのかを理解するべきである (6)」と述べている。  
事例研究から、ファーストリテイリングにおいては、ビジネスリーダーである柳井
社長が、デジタルが自分たちのビジネスに与える影響について理解を深め、自ら発信
していることがうかがえる。  
これまでの日本企業ではビジネスリーダーが IT についての知識を求められること
は少なかったが、これからはデジタル化の波を乗り越えるためには、波に乗るための
最低限の知識が必要となるであろう。  
 
② 技術リーダーのビジネスへの理解  
逆に 2 つ目の論点である技術リーダーがビジネスを学ぶ必要がある。  
横河電機の KBC 買収の事例でもあったように、顧客のニーズが高度化するに従い、
顧客のビジネスプロセス全体を俯瞰した上でないと、顧客の真の問題を解決すること
が難しい時代になってきたと言えよう。これは、自社内のデジタル変革であっても、
 
(6) 筆者訳 
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顧客への提供価値から価値システム全体の変革が必要になるため、同様であるといえ
る。  
そのため、技術リーダーもビジネスについて理解を深め、経営全体を見渡せるだけ
の素養が求められる。こうした能力を技術リーダーが身に付ける場合、MBA や社内大
学などの制度が有効である可能性は高い。  
 
第2項 . デジタル化実行人材の確保 
前項では、リーダーについて議論してきたが、実行のための人材についても同様で
ある。  
三菱総合研究所（2017）の調査によれば、第四次産業革命における課題として、「第
四次産業革命に取り組む人材・能力の不足」を挙げている日本企業は、一般企業で 17.5%、
ITAC（一般社団法人 IoT 推進コンソーシアム）企業で 25.4%あった。つまり、ITAC
に加盟するデジタル化を推進している企業ほど、どこの問題に直面する割合が高いと
言えよう。  
デジタルに必要な AI やビッグデータ解析等、専門知識を持ち、実現可能な能力を持
つ才能は、世の中に多くは存在しない。また、これらの知識は、高度な専門性が必要
であるがゆえに、企業内で短期間に育成することは難しいと考えられる。  
そのため、人材獲得は、市場から実施するか、M＆A、アライアンスなどを通して
実施するしかないが、既に先進企業が同様の動き始めているため、人材獲得競争が激
しくなってきていることが予想できる。  
今後デジタル化に取り組む企業は、なるべく早く必要な人材を確保する必要がある。 
 
第4節 . 第四次産業革命への対応指針：短期投資家からの防衛策の確保 
GE のデジタル化を進めた前 CEO のジェフリー・イメルトは、株価の低迷を理由に
アクティビストからの圧力で退任したといわれている(日本経済新聞 , 2017/6/12)。ブラ
ンク（2017）によれば、GE の 1.5%の株式しか持たないアクティビストであるトライ
アンとの委任状争奪戦に負けたため退任している。  
ブランク（2017）は、同論文の中でアクティビストへの対策として、近年上場した
テクノロジー企業が、議決権種類株式を導入して長期的な利益を優先できるようにし
ていることを挙げている。  
また、ブランク（2017）は、同論文の中で、GE のデジタルに関する変革である「イ
ンダストリアル IoT とリーン方式への投資は、将来的に見返りをもたらすだろう。」
している。一方で、「しかし、将来のイノベーションの成果が伝統事業の不手際を相
殺するわけではない。ＧＥの取締役会は、自社の利益率と株価に満足せず、将来性に
関するウォール街の見方にも不満だった。同社が進むべき道は、アクティビストとの
プロキシー・ファイトという、差し迫る脅威によって決定づけられたのである。」と
して同論文を結んでいる。ここで言う伝統事業とは不振であった電力事業などの GE
の中核事業のことであり、「だがＧＥの中核事業には、そうしたテクノロジー企業が
展開するオンライン事業のような長期的尺度がない。どんなイノベーション施策も、
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リーン方式であろうとなかろうと、電力事業の悲惨な業績を救うことはできなかった
のだ。」と結びの前段で述べている。  
こうした、状況を回避するためには、事前に議決権種類株式などを導入するなどフ
ァイナンス施策を打った上で、株主との対話を通して、委任状争奪戦に負けないよう
な手立てを打つしかないと考えられる。  
つまり、デジタルは、経営者やテクノロジー担当者だけの問題ではなく、財務（CFO: 
Chief Financial Officer）の問題でもある。  
 
第5節 . 第四次産業革命への対応指針：個人情報の取り扱いに関する法的問題 
デジタルにより、あらゆる情報が繋がるようになると、顧客だけではなく、従業員
などの個人情報を多く取り扱う必要が発生する。  
個人情報の取り扱いについては、国ごとに規制のレベルが異なり、国を跨いで個人
情報を取り扱う際は、相手国の個人情報保護に関する法律が関連してくる可能性があ
る。  
例えば、2018 年 5 月から適用される EU における EU 一般データ保護規則では、義
務に違反をすると厳しい制裁金が発生する場合がある（日本貿易振興機構（2016））。 
これは違反した場合に直ちに制裁金が発生するわけではない（日本貿易振興機構
（2016））が、制裁を受けた場合の超過金が非常に大きく経営に与える影響は大きい
ため、こうした法律問題は常に気にかけておくことがリスク管理経営に繋がるだろう。 
 
第6節 . 第四次産業革命への対応指針：失業者のケア 
これは特定企業の対応範疇を超えている部分はあるが、デジタル化によって業務が
なくなり、失業する従業員が多く発生する可能性がある。  
その結果、短期的にでも仕事ができなくなると生活が破たんする可能性があるため、
社会的なセーフティーネットや、企業による再教育や再雇用支援などを考えなくては
ならない。  
こうした支援を考えることは、企業の社会的責任(CSR: Corporate Social 
Responsibility)となり、今後の社会において一つの課題やアピールポイントとなるであ
ろう。  
 
第6章 . 終わりに 
第四次産業革命による技術変化や環境変化は激しい。そのため、現在立てた計画が
そのまま 5 年、10 年と利用できるわけではないと考えられる。そのため、ファースト
リテイリングや横河電機が実施しているように、短い期間で計画を見直し、柔軟に戦
略を変更していくことを前提にしなければならない。  
しかしながら、この様に不確実性の高い時代ではあるが、これまでの競争と同じく、
ビジョンや戦略の重要性は変わらないと筆者は考える。横河電機もファーストリテイ
リングも、形に差はあれ、自社の将来像を経営トップが描き発信している。  
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つまり、第四次産業革命に対応する、デジタル化を実施するとは、目まぐるしく登
場してくるテクノロジーを場当たり的に取り入れるのではなく、この時代において「何
を顧客に提供するべきか」という基準に基づいて実施するべきである。  
そのビジョンに基づいて、「どのように変革を実行していくか」という、デジタル
化戦略の実行方法については、各種コンサルティング企業などのレポートも発行され
ているが、巻末の Appendix にも筆者の考えを記載している。  
これらを参考に自社の理念や置かれている外部環境や内部環境（文化、バリューチ
ェーン、その他リソースなど）と整合を取りながら組み立てていく必要があると筆者
は考えている。  
 
以上  
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Appendix A.デジタル化の実行手順 
 
第1項 . 概要 
不確実な中でも、ある程度見通しを持つためのガイドラインとして、下記の手順を
考えている。  
不確実性が高い中での変革となるが、不確実性が高い中でも、ビジョンや手順など
を計画し実行する。その上で、実行の結果や、時代の変化を見ながら、アジリティを
持って変化に適応するスタイルが求められる。  
その際、現状の組織文化や資産と、戦略の不整合が起きる可能性もある。このギャ
ップを埋められるのは、強いリーダーシップだけであるため、経営トップの役割は大
きい。  
＜デジタル化実行手順概要＞  
① 自社業界における変化を認識し、経営課題を抽出する。  
② 変化後の環境における顧客に対する価値提案を再定義する。  
③ 変化後の環境における戦略スタイルを決定する。  
④ 変化後の環境における競争戦略や、必要な人材組織・IT などのケイパビリ
ティや組織文化を定義する。  
⑤ 変革の進め方を計画する。  
⑥ 現行の組織文化や資産等との整合性を取りつつ、変革を実行する。  
⑦ ②～⑥のプロセスを短いサイクルでチェックし修正する。  
 
第2項 . デジタル化実行手順詳細 
上記の手順を詳細化すると下記の様になる。  
 
① 自社業界における変化を認識し、経営課題を抽出する。  
メガトレンド分析や、顧客の分析などにより、自社業界に発生している変化
を認識し、経営課題を定義する。  
 
② 顧客に対する価値提案を再検討する。  
上記で定義した経営課題と、テクノロジーの動向に基づいて、顧客に提案す
るべき価値（Value Proposition）を定義し直す。  
この時、既存ビジネスの延長線上だけで考えず、「ディスラプターが入り込
むとしたら、どのようなケースがあるのか」という視点で検討を進める必要が
ある。  
 
③ 戦略スタイルを決定する。  
不確実性が高い市場では、旧来の戦略論をそのまま適用することが難しいと
いわれている。しかし、ボストンコンサルティンググループのマーティン・リ
ーブスらが提唱する戦略パレット（図 14）の考え方によれば、市場における
将来予測のしづらさや、自社が市場を改変できる可能性に応じて、その市場に
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あったスタイルの戦略を取るべきという主張がある。この理論に従えば、現在
の不確実性が高い市場に、どのような市場の予測可能性が低いからと言って、
戦略たてることを放棄する理由にはならない。  
 
図 15 戦略パレット 
 
出所：リーブスら（2016)『戦略にこそ「戦略」が必要だ  正しいアプローチを選び、実行する』 
 
このフレームワークによれば、企業は自社が置かれている状況について 3
つの変数により、取るべき戦略スタイルが異なる。  
また、池上[2016]によれば、それぞれの環境で向いている競争戦略の分析フ
レームワークは、それぞれ下記の様に異なっており、自社の置かれている市場
がどの位置に属しているかを検討することは、この後の競争戦略を検討する際
の助けにもなる。  
 
現状、共通して考えられるのは、全ての業界の不確実性が第四次産業革命に
より増しており、戦略パレットの象限で考えると、全ての企業の置かれている
環境は、上半分の象限にシフトしている。  
しかし、自社が将来の業界に与えられる影響（改変可能性）は、業界や企業
によって異なる。規制業種などは自社で改変できる範囲は狭いと考えられるか
もしれないが、金融業界では Fintech などデジタルを利用した新しいビジネス
が出てきており、改変可能性は高まっているとも認識できる。  
また、過酷さについても、企業が置かれている状況により異なる。過酷さと
は、企業が廃業の危機にさらされているかどうかである。これにはディスラプ
ターにより破壊を受けた企業も含まれるであろう。  
 
④ 変化後の環境における競争戦略や、必要な人材組織・IT などのケイパビリ
ティや組織文化を定義する。  
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変化後の環境で最適な競争戦略や人材・組織などのケイパビリティや組織文
化を定義する。  
この時、現在の競争戦略や、ケイパビリティや組織文化では対応が難しいこ
とに気が付く可能性もある。  
これのギャップを埋めるためには、下記のような経営判断が必要になる。  
 
表 8 経営判断が必要なギャップの例 
発生個所  ギャップの例 参考事例 
顧客提供価
値 
これまでは製品を売り切りしていたが、こ
れからは稼働時間や成功報酬ベースの課金
モデルに移行する必要がある。 
GE：エンジン(中
田, 2017) 
競争戦略 ある製造小売業において、今は、コストリ
ーダーシップをとるために、グローバルで
の大量生産を実施している。 
しかし、デジタル化後の世界では全ての企
業がコストを限界まで切り詰めることが可
能であるため、今後は国や都市に併せた差
別化製品を投入しなくてはならず、自社の
在り方とギャップがでてしまう。 
ファーストリテイ
リング：ファッシ
ョン都市ごとにデ
ザインをし、製造
ラインを持つ。ま
た、高級ブランド
のデザイナーを採
用している。 
人材・組織 デジタル時代に必要な IT スキルを持った
人材がいないため、確保しなければならな
い。 
しかし、内部での育成には時間がかかり、
競争に負けてしまうため、外部からの採用
や、M&A やアライアンスで人を確保する必
要がある。 
GE：シリコンバレ
ーからの大量採用
(中田, 2017) 
ファーストリテイ
リング:アクセン
チュアと提携 
組織文化 これまでの組織文化は、計画重視で失敗は
許されないというものであった。しかし、
これではスタートに時間がかかってしまう
ため、変化が激しいデジタルの時代は乗り
切れず、トライ＆エラーに近い迅速な動き
をする文化に変革する必要がある。 
GE：シックスシグ
マから、Fast Works
への転換 
オペレーテ
ィングモデ
ル 
製造小売業において、これまで企画から製
造まで半年以上かかっており、在庫の管理
が課題になっていたが、デジタルによりサ
プライチェーン全体を見直すことで、リー
ドタイムを 2 週間に縮めたい。 
ファーストリテイ
リング：有明プロ
ジェクト 
出所：筆者作成  
 
⑤ 変革を計画する。  
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上記で定義された内容と、自社の現状を照らし併せて、必要と思わる変革を
リストアップし、必要な期間・コストを見積もり、優先順位をつけて、スコー
プを決める。しかしながら、この計画は柔軟性を持つものである。  
こうした計画は、PMBOK に記載されている様な、伝統的なプロジェクトマ
ネジメントの手法に従うものではなく、むしろソフトウェア開発で用いられて
いるアジャイル開発やリーン開発での計画に近い。  
アジャイル開発では、実現する内容を、それぞれ独立した（ユーザー）スト
ーリーと呼ばれるユースケース (7)の単位に分割して、見積もりと優先順位をつけ
て管理する。各ストーリーは、優先順位がつけられ、イテレーションと呼ばれ
る 1 週間～3 週間の期間の間に順次実現されていき、これを繰り返してソフトウ
ェアが開発される。このストーリー、そのものや実現の優先順位は、イテレー
ションとイテレーション間などのタイミングで、状況に応じて見直され、入れ
替えが行われる。  
Harvard Business Review に記載された GE の前 CEO のイメルトの手記によ
れば、Predix プラットフォームを作るつもりはなく、データ解析のソフトウェ
アを作成する予定であったという。しかし、外部から招いた開発者の進言によ
り、データ分析のソフトウェア群の製造を取りやめ、Predix というプラットフ
ォームに変更して予算を 10 億ドル追加したという。  
このエピソードは、当初、「データ分析をするためのソフトウェアを作成す
る」というストーリーを実現するという計画を、実行している現場から上がっ
てくる情報を基に計画を柔軟に変更し、「データ分析のプラットフォームを作
成して提供する」というストーリー (8)に変更したと解釈でき、非常にアジャイル
開発的であると解釈できる。  
 
⑥ 現行の組織文化と資産等との整合性を取りつつ、変革を実行する。  
計画した変革を実行していくが、この変革は全社レベルの変革が必要となる
ため、経営トップによるコミットメントや、チェックが必要となる。  
 
⑦ ②～⑥のプロセスを短いサイクルでチェックし、修正する。  
定期的に経営トップを含めた形で、②～⑥のサイクルでチェックし、修正が
必要であれば、修正をする必要がある。  
もちろん「現場に任せる」という選択も必要だが、大きく長い変革となる可
能性が高く、変更においても経営判断が必要となる可能性が高いため、終わる
まで経営トップが関し続ける必要がある。  
 
(7) 「xx が yy をする。なぜなら zz だからだ。」といった記述。  
(8) このレベルになると複数のストーリーの集まりになり、正確には通常ストーリーとは呼
ばない。 
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Appendix B. 横河電機インタビュー 
 
横河電機へのインタビューは、A.2017 年 11 月 22 日の対面でのインタビューと、B.2017
年 12 月 17 日のメッセージベースでの Q&A により実施した。  
 
1. 2017 年 11 月 22 日の対面でのインタビュー 
① 横河電機と外部環境の変化  
59 か国展開、グローバル展開しており、売上の 7 割は海外である。  
工場計器から始まり、オイルメジャーを相手に、プラントのオートメーションを中心
に商売をしてきた。  
最近は、新規プラント（グリーンフィールド）の開発が少なくなってきたため、既存
のプラントから（ブラウンフィールド）からどれだけ利益を出すかにシフトしてきた。 
また、お客様のニーズも多様化しており、それにこたえるため、ソリューションサー
ビスにシフトしてきている。  
新規プラントでは CAPEX 最適化が顧客のニーズだが、新規プラント減少に伴い
CAPEX 最適化案件が減ってきており、代わりに既存プラントに対する OPEX 最適化が
求められてきている。  
また、最近では、トータルの CAPEX＋ライフサイクル OPEX を意識した TOTEX（Total 
Expenditures)最適化という効率化もオイルメジャーでニーズとして発生している。  
 
② 外部環境の変化に対する横河電機の変化 
ニーズの変化に応えるため、横河電機の仕事も、物売りからコンサルティングの仕事
に変化してきている。  
これまでの製品の物売りでは製品の機能仕様競争だった。しかし、徐々にビジネス・
コンサルティングの要素が大きくなるにつれて、競争の内容が変化してきた。  
その競争に勝つためのケイパビリティを得るため、下記のような会社を買収している。 
 
買収した企業  
ビジネス・コンサルティング  :KBC 
エナジー・マネジメント   :Soteica Visual Mesa, LLC 
クラウド・コンピューティング  :Industrial Evolution, Inc. 
 
コンサルティングビジネスで重要な要素  
お客様がグローバルトレンドをどのように感じているか、お客様のビジネスの課題
にどのような背景があるのかが重要になってきた  
インダストリートレンドとして CXO レベル（C-Suit）のエグゼクティブの中で、
どのようなキーワードが語られてきているか、それが何を引き起こして、どのような
アクションにつながるのかを把握しなければならない。  
 
課題  
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ワークフォースの変化、デジタル化の進展など、原料の変化、新しい環境・安全規
制の対応など、外部環境変化に対応するために、フレキシブルな生産、ローカーボン
生産などが課題として挙がるようになってきた。  
また、プラントでは、持続性、安全性、可用性、効率的な運用を支えてきたベテラ
ンがいなくなりエラーが増えてきている（ヒューマンリライアビリティ）ことも課題
である。  
 
この課題に応えるため、Operational Technology(OT)が重要になっている。  
 
このような経営環境の変化により、IT に強いプレイヤーが入ってきて、どのよう
に IT を活用した効率性向上など、IT システムをインテグレートするかを語るように
なってきた。  
しかし、IT を中心としたソリューション提案では、特定の問題に対する解決手段
にとどまってしまうことも多く、よりハイレベルな経営課題解決のニーズに応えきれ
ているとは言い難い状況であると認識している。  
 
横河電機も、お客様のニーズに応えるためには、ビジネスストラテジーや持続性を
検討していくべきと考え、そのために石油業界の戦略・業務コンサルティングができ
る KBC を買収した。  
 
KBC のミッション  
石油業界のお客様にとっての最上位経営課題であるオペレーショナルエクセレン
スを実現し、専門性を活かして経営のあらゆるパフォーマンスを高めることがミッシ
ョンである。  
 
そのためには、OPEX を最適化してマージンを高める、CAPEX 最適化するなどの
施策を打つ必要がある。また、現在の経営は、セキュリティ、セーフティ、環境保全
リスクに対応できていないといけないという新たな課題もある。  
 
お客様の課題を解決するための横河グループとしてのケイパビリティ  
横河電機と KBC のケイパビリティは、以下のような関係になっている。  
・横河電機  
製品とソリューションに強み  
オートメーション、プロセスに関するナレッジがある。  
・KBC 
戦略コンサルティングができるドメイン・ナレッジを持っていることが強み  
プラントのシミュレーションモデルを持っていることが強み  
これらにより、例えば、「あるアクションをすると石油がどれくらいできるのか」、
「それを作るにはどれだけのインプットが必要か」、「これにより、何億円の削減
ができるのか」など具体的な提案ができる。  
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このような提案をするためには、テクノロジーだけではスキルとして不足であり、
オペレーションモデルなどドメイン・ナレッジがなくてはできない。  
KBC と戦略コンサルティングファームと組むこともあるが、一方で、ある時は
戦略コンサルティングファームと競合になることもあるほど、戦略コンサルティン
グ分野で競争力が高い。  
例えば、IT プレイヤーが語る ERP、SCM は、ビジネスを設計した後の仕組みだ
が、KBC はどうやって儲けていくべきかのといった仕組みをコンサルが可能であ
るため、優位性がある。  
 
③ お客様と横河の関係 
現在の環境変化に対して、お客様も何をするべきか明確な答えが見えづらい状況で
あるため、一緒に解決策を探していく。  
 
現状認識：石油業界の変化  
現在の環境変化に対して、お客様も何をやっていいのかわからない  
一方で、新規がないので、既存のアセットからプロフィットを多く生みたいとい
うニーズの高まりや、オイル価格の低下により、ますます TOTEX 最適化への投資が
高まっている。  
この中で、事業環境のダイナミックな変化にどのように対応するか、プロダクト
バリューをどうやって高めるかという課題が発生している  
 
e.g 事業環境のダイナミックな変化の例  
規制、人が変わる、原料が変わる、電力が金額固定性から自由化する  
c.f. プロダクトバリューを高めるということ  
コスト削減ではなく、価値をどう高めるかという課題。  
e.g. グリーンプロダクション（グリーン対応）をつくり高い価格で売る。  
→数は出ないが、ブランドアウェアネスを高めることに繋がる  
 
現状認識：デジタルによる変化  
デジタルテクノロジーがラディカルな変化をもたらしており、ビジネスを非常に
変革させるキーという認識が広がっている。  
e.g. 
①スマートなマニュファクチャリングが可能になった。  
②スマートなデシジョンメイキングが可能になった。  
ディシジョンが今までより早くできるようになった。  
③異常をこれまでよりもかなり素早く検知することが可能になった。  
 
デジタルは昔もあったが実用化技術になっている  
また、インダストリー4.0 などスタンダードや国家の動きが拍車をかけている  
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現状認識：デジタル化に対する業界の対応  
・ファクトリーオートメーションやプロセスオートメーションについて  
石油業界のような連続的なプロセスで製造する業界ではあまり進んでいない。  
（自動車などの非連続的なプロセスで製造する業界は進んでいる。）  
また、日本は、1 つのプラントでの最適化が中心だったが、一つの会社が複数の
工場を持っているので複数工場の最適化が進みはじめている。  
更に、東北地震の影響により、複数の会社をまたいだサプライチェーンの最適
化の話も進み始めている  
 
・コンプライアンス対応について  
 近年ニーズが高まっている。  
e.g. 
最終製品メーカーのトレーサビリティ（サプライチェーンを遡り、各パーツが
問題発生時にどんな原料で、どんな会社がいつ作ったかなど把握する必要があ
る。）  
 
・グリーンプロダクションについて  
環境対応というと、これまでは規制対応だけだったが、積極的にグリーンを売り
出すことが差別化要因になっている。  
バイオ燃料を使う、環境に配慮した製造プロセスにするなども差別化要因になる。 
 
・人口動態の変化によるものづくりの変化について  
人口動態が変化しており、製造現場においてもデジタルネイティブのオペレータ
やメンテナンス要員が増えてきている。  
一方、デジタル技術によりプラントの構造が難しくなっているが、ベテラン技術
者がいなくなっており、トラブルも増えている。  
プラント制御は、オートメーション化されているが、トラブル対応が非常に難し
くなっているため、ナレッジトランスファーが必要になっている。  
これに対し、一部の企業では、過去のトラブル対応を AI でドキュメント読ませ
るなどの試みもスタートしている。マシンラーニングで人には見つけられない異常
を早期検知するなど。  
ワークフォースの変化がモノづくりの変化に繋がっている。  
 
変化に対する横河電機の対応  
お客様も解決策がわからないので、Co-innovation や、コラボレーションで、お客
様と共に課題を探していく  
そのためには、ドメイン・ナレッジがないと OT と IT 上手くつなげられないため、
ドメイン・ナレッジが重要となる。  
 
お客様の課題解決のため実現すること  
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・レジリエント・オペレーション  
しなやかにリスクに対応する  
環境規制に対応する、サイバーセキュリティなどお客様のリスクも増えていて対応
しないといけない  
 
・オプティマイズド・プロダクション  
最適生産、コスト最適化、TOTEX 最適化、サプライチェーン最適化が必要  
歩留まりを上げることと、コストのバランスを取る必要がある。  
 
・ものづくりからサービス・コンサルティングへ  
物売りからコンサルティングへの変化  
お客様の価値創出プロセスに、どんなオポチュニティーがあるか、どこに課題が
あるか、それに対する最適ソリューションを実装する。  
そして、ソリューション（プラント）は、老朽化していくので、いかに初期性を
継続させるか、さらには向上させるかが重要である。  
この価値創出ループを繰り返していく必要がある。  
 
これまでの製造業のシステムは、 ISA-95 の様にレイヤーで分かれており、
Enterprise Level,MOM Level,Control Level、Field Device Level の隣接階層同士の
データのやり取りが中心だった。  
しかし、デジタル化の進展により、各ノードがネットワークに接続するように
なり、各レイヤーが階層を飛び越して直接 IP プロトコルで繋がるようになってか
ら変わってきた。  
古い工場は ISA-95 モデルでも対応可能だが、新しい工場は、垂直統合・水平行
動共に進んでいる。  
その結果、既存のオペレーションモデルのどの部分に、デジタルで出現した新
しいキーワードのどれが適応できるのかという話が話題になっている。  
こうしたデジタル技術を活用するキーが、ドメイン・ナレッジだと認識してい
る。  
デジタル技術導入には、プロセスのどの部分がミッションクリティカルか判断
ができる力がなければならない。  
IT のテクノロジーは 3 年ごとに新しいものがでるが、新しい技術を導入するこ
とで、業務が止まってしまう事態は避けなければならない。  
そうした判断をしながら、新しい技術を導入し、高品質で価値のあるものを生
み出していくかは、ミッションクリティカルなプロセスが理解できていないとで
きない。  
 
④ 変革の構想を始めた時期・きっかけ 
現場でお客様のトップと話すことで構想がスタートした。  
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良いお客様についていることが、技術や社会の変化に対して、良い理解をする一番
のポイントだと考えている。  
 
横河電機は、オイルメジャーや化学メジャーなどのグローバルリーディングカンパ
ニーと付き合いがある。  
そうした企業は世界中に影響力があり、最高の人材をもっていて、最新の研究をし
ており、テクノロジーも見ている。  
そうするとお客様から、良い質問や事例、宿題などが提示される。  
 
これらの提示されたものに対する回答は、お客様がリーディングカンパニーである
がゆえに、業界動向や技術動向も踏まえて洗練された説明をする必要がある。  
 
また、お客様とは、現在何が起きているか、どんなコンサーンがあるか、などを対
話している。  
 
デジタル化の進展により、様々なものがリンクするようになり、これまでは各レイ
ヤーだけの説明で済んでいたものを、様々なものを統合して話す必要性が出てきてい
る。  
これからは、センサー、制御システム、情報システム、サービスなどのコンバージ
ェンスが新しい価値を作り出す時代になっている。  
 
⑤ 横河電機の優位性 
優位性①：KBC のドメイン・ナレッジ  
9 月に BAKER HUGHES, A GE COMPANY とアライアンスをくみ、Predix に KBC
の PetroSIM というシミュレータ、すなわちドメイン・ナレッジを乗せている。これ
までは、Predix と接続している GE 以外の設備に対してはモデルがないために正常か
異常かを判断できなかったが、KBC のドメイン・ナレッジを連携させることで、そ
れが可能になった。  
 
優位性②；横河電機のノウハウ  
OT/IT のインテグレーションでは、ドメイン・ナレッジが重要なファクターである。 
例えば、最近、ビッグデータアナリシスが話題にあがるが、「そのデータがどこか
ら来たもので、クリティカルなデータは何か」、ということがわかれば大量のデータ
が必要ないことがある。 
データを横河電機のノウハウでクレンジングすれば、大量データの分析が不要にな
る場合もある。  
機械学習の分野では、ドメイン・ナレッジがないと上手くいかないといわれている
が、ドメイン・ナレッジを武器に、AI ベンダーとのコンペするケースもでてきてお
り、横河電機が勝利するようなケースも増えてきている。  
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今後のステップ  
KBC のナレッジと、横河電機の Synaptic Business Automation のコンセプトを融合
させる。そのためには、ドメイン・ナレッジが必要だが、上手く融合することで、お客
様の事業にさらに貢献できると考えている。  
 
⑥ 変革について 
事業の変革が重要だというコンセンサスを社内に伝えるのは、容易ではない。  
コンセンサスを作るため、グローバルの各リージョンをまわり、各リージョンの社長
をはじめ、各部門のリーダーを集めて 2 日間のワークショップを実施して、缶詰でイン
タラクティブに本社の変革の方向性や各リージョンにおける特有の課題などの議論を
行っている。  
国ごとに文化も、お客様のインダストリーも違うので、みんなの知見を集めている。 
 
従業員が 2 万人いると変化しなくても良いという従業員もいる。  
40 名程度のワークショップの中で、外部環境やお客様ニーズの変化や事例を見せつつ、
なぜ変化しないといけないのかを共有する。  
 
デジタル・トランスフォーメーションについても学ぶ。  
このセンサーがどのような変化をもたらすのか、顧客バリューをどう変えるか、数値
をどう変えるか、オペレーションをどう変えるかといった内容を理解する。  
※デジタルは手段で目的ではない  
 
⑦ デジタル化への経営者の関わり 
デジタルによりシステムや組織や業界のレイヤーの境目がなくなり、ビジネスモデル
を変わってきたことが、デジタイゼーションの対応の本質であると経営者に説明してい
る。  
新たな競争相手の出現により既存モデルが中抜きされる可能性があり、ビジネスのス
コープをお客様のライフサイクル全体、バリューチェーン全体にしないといけない、狭
い範囲で捉えてはいけないということを理解してもらい、我々がデジタルカンパニーに
ならなくてはいけないと認識してもらっている。  
 
⑧ 横河電機のデジタル化について 
新しい価値を作るという意味では、2015 年に発表した中期計画「Transformation2017」
の時期から内部ではデジタルという話は出ていた。  
デジタルだけではないが、大きなキーであるという認識だった。  
これまでは、製品販売だったため、「良いものさえ作っていれば売れる」という考え
で、「品質こそ第一」だった。しかし、「クオリティは何のためか？」と考えると、セ
ーフティファーストの場合、品質を高めることは重要で、品質の低いセンサーを販売す
ることはできないが「お客様にとって、オーバークオリティはコストである」という認
識になった。  
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お客様と話している間に、Synaptic Business Automation のコンセプトが出来上がっ
た。  
お客様と離れていると、スペックを追求し続けるなど、売れないものを作る方向に走
ってしまう。  
 
サービスビジネスは、お客様と話しながら、何が優先課題で、どんなソリューション
を作るべきか、ということを詰めていく必要がある。  
経営のやり方は一つではないため、お客様に併せる必要がある。  
このプロセスの中で、横河電機のドメイン・ナレッジは優位性がある。  
例えば、「エナジーのロスがどこに影響があり、どれだけ収益にインパクトがあるか」
というレベルで把握している。  
 
一方で、既存ビジネスはなくならないと考えている。  
センサーなどのプロダクトビジネスはチャネルを使って販売する。  
また、SI（System Integration)などはパッケージソフトウェアを軸に少しだけカスタ
イマイズして売るというビジネスもある。  
 
これらにプラスして、トータルソリューションを提供するサービスビジネスがプラス
になる。そのためには課題発見や解決策を提案するコンサルティングが必要になってく
る。  
 
コンサルティングは以前も実施してきていたが、話をする相手が、工場長から CX 
O になるという大きな変化が発生している。  
これまでと違い、バリューフォーカスになると、C-Level へのアクセスが必要になる。  
TOTEX 最適化、組織変更、工場再編、原料変更などの話は、（会社にもよるが）工場
長レベルでもできない。 
工場長より下のオペレーションや保守を担う現場担当者では、現場のカイゼンで終わ
ってしまう。  
 
CXO へアプローチできるケイパビリティを持っている KBC を買収した。  
よりエグゼクティブと話すことで、TOTEX など大きなバリューの話が出来るように
なってきた。  
 
結果、会社はコンプレックスセールをするようになり、下記の 3 つのビジネスをする
ようになった。  
 
✓ エグゼクティブコンサル  
✓ システムなどをカスタマイズするインテグレータ  
✓ モノを売るビジネス  
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大規模のコンサルティングファームと異なるのは、ドメイン・ナレッジとテクノロジ
ーを持っているところであると認識している。  
 
横河電機は、システムを全部持っていて、データも持っている。  
そのため、このデータがどこから来ていて、どこで断絶していて、どの部分の精度が
良くないか等を把握している。  
これにナレッジを加えることで、いわゆる戦略コンサルティングファームと差別化し
ている。  
 
⑨ リーダーの教育について  
この変革のため顧客トップとの接点が多いリーダーに対して、どのようなことを CXO
と話すかを理解するための研修を数日間にわたり実施している。  
全体、エネルギー、サプライチェーン、組織などについて、ワークショップで課題を
見つけるなど、エグゼクティブ向けのアプローチを学ぶ内容である。  
 
⑩ デジタル関連の標準化 
センシング、ワイヤレス技術、オープンオートメーションなど、各種の業界標準化活
動に積極的に参加している。  
 
⑪ 横河電機の変革を後押しするもの 
オイルメジャーなどのリーディングカンパニーについていくことは１つの戦略であ
る。  
リーディングカンパニーであるユーザーについていくことで、業界のリーダーが求め
る課題やソリューションに必然としてふれることになる。  
技術的にチャレンジングな要件を突き付けられて鍛えられていくと考えている。  
その中で、国内初めての事例を実現するなど難しい試みも多くしている。  
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2. 2017 年 12 月 17 日  
NO 質問  解答  
0 （質問全体に対して）  当社は 2000 年以前より工場の制御システ
ムや生産管理システムを提供してきました
が、IT なしではシステムを構築できません。
Ethernet, TCP/IP, RDB, Cloud など、導入初
期より積極的に活用してきました。  
 
Securityや IPv6, ネットワーク関連では世界
的に名の売れているエンジニアが何名かお
りました。Oracle や WindowNT, TCP/IP を
ミッションクリティカルなシステムでいち
早く導入してきた経緯があります。  
2012 年ごろだったと思いますが、Gartner 
Group が OT/IT インテグレーションという
キーワードを提唱しはじめました。  
 
それを機に IT ベンダーが OT は難しい領域
だ、というようなメッセージがあらためて浮
上しました。もともと OT ベンダーは IT を
活用していました。  
 
ただし、IoT や Cloud、Data Analytics など
のさらなる積極活用や、あらゆることを繋げ
ていくことの価値について、OT ベンダーは
消極的でした。  
 
当社は、石油・ガス・化学などのリーディン
グカンパニーがお客様であり、彼らは常に新
技術の活用について積極的で、テクノロジー
ビジョンをもっています。前置きが長くなり
ましたが、当社はつねに業界のリーディング
カンパニーに引っ張られて、様々なチャレン
ジをしてきました。「お客様を起点にした変
革」というのが正直なところです。  
 
OT/IT インテグレーションについては、当社
なりの考えを、以下のプレスリリースに合わ
せて、ホワイトペーパーとして同時にリリー
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スしました。  
 
https://www.yokogawa.co.jp/cp/press/2015/
pr-press-2015-0210-ja.htm 
 
https://web-material3.yokogawa.com/arc-io
t.pdf 
 
当時、OT ベンダーがまとまった考え方を示
した例がなかったので、地味ですが、メジャ
ー顧客や IT ベンダーから評価され、多くの
議論が行われました。その後、連続する次の
ホワイトペーパーをだしましました。  
 
https://web-material3.yokogawa.com/arc-io
t2.pdf 
 
先 日 発 表 し ま し た 、 Synaptic Business 
Automation は、これらの延長にあり、新し
い事業コンセプトとして発表しました。今
後、具体的な中身を順次発表していく予定で
す。  
1 Transformation2017 にある、「ICT
を活用したお客様への価値づくり変
革」（今でいうデジタル化）という、
このアイディアを持ち始めたのは何
年頃だったのでしょうか？  
 Transformation2017 直前の 2014 年
後半または 2015 年頃でしょうか？  
前述のとおり、元からやっていたことで
す。ただし、お客様価値とデジタルを積極的
に結び付けて語りはじめたのは、TF2017 か
らです。  
2 2015 年より前の時期ですと、まだ
IoT やデジタルという言葉が今ほど
認知されていなかったため、このコ
ンセプトの重要性を経営陣に認識い
ただくことが難しかったのではない
かと思いますがいかがでしたか？  
 （周囲と話していても、まだまだ
IoT はじめデジタルについては、「リ
スクも高いので、うちが率先してや
らなくても、他社の出方を見てから
でもよい」と考えている方が多く、
前述のとおりです。以下、答えになってい
ないかもしれませんが参考まで。  
 
当社はトップダウン、ボトムアップという考
え方よりは、お客様起点、もっとベタに言い
ますと、プロジェクト起点ともいえます。大
きな技術チャレンジを伴うビッグプロジェ
クトが毎年のようにあり、それが、製品や技
術、人を進化させてきました。ビッグプロジ
ェクトには、全社の各分野からエースがあた
り、また社外のパートナーも全面参加してき
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2015 年というタイミングではより大
変だったのではないかと考えていま
す。  
ますので、何かが生まれます。製品オリエン
テッドやマーケティングオリエンテッドで
みると、当社は遅れている（鈍い・遅い）と
思います。本分野では競合他社のほうが強い
マーケティングメッセージをだして新製
品・技術導入においてはリードしています。
ただし、具体的に実現する能力となると別で
す。IT 系やコンセプト先行でマーケティン
グ活動を全面にだして市場をつくるケース
がありますよね。  
しかし、時代は変わってきました。これまで
あったようなビッグプロジェクト（言い換え
ると、CAPEX プロジェクト）はなくなって
きました。既存資産からデジタルを活用して
プロフィットをたたきだす、OPEX ビジネス
が主になってきました。顧客要件は多様です
し、ベンダー側も難しいわりには、１つ１つ
のプロジェクトは小さく、大きなチャレンジ
がしにくくなっています。サービス化もすす
み、プライシングモデルも変化し、「モノを
売る」という価値観から、「パフォーマンス
を売る」というマインドにシフトしてきまし
た。あえて、モノからサービスへという一般
的ないいかたは本質を見失うので避けます。
サービスはさらに、Outcome ベースの契約
というケースもチラホラとでてきました。難
しい時代です。  
3 この変革について立ち上げから今
の実行に渡って、経営陣の後押しは
あります/ありましたか？  
 こうした変革は全社レベルの変革
になりますので、立ち上げから今の
実行に渡り、C-レベルの経営陣によ
るイニシアチブやエンパワーメント
がないと難しいのではないかと感じ
ておりましたがいかがでしたでしょ
うか？  
YES です。当初、ソリューションサービス
のビジネス（ハードやソフトのプラットフォ
ームやそれに関する従来型サービス以外）が
事業変革の対象という認識でおりましたが、
現在の社長は、既存事業やハード・ソフトの
プラットフォームも含めて全領域で事業変
革を進めると宣言しました。変わる方向は、
「お客様フォーカス」とくに、「お客様にと
っての価値にフォーカス」です。それを高め
るために、全事業のリーダーが思考を変え、
マインドセットを変え、行動を変え、という
シフトを求められました。私はその変革の現
場における推進役で、それをグローバル全域
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で進めているのですが、一朝一夕にはいきま
せん。人は基本的に変わりたくないのです。
ただし、お客さまの事業環境変化のスピー
ド、事業環境の風景の変化はすさまじく、ダ
ーウィンではないですが、変化しなければ生
き残れないという危機感が、少なくともグロ
ーバルのビジネスリーダー全体の共通価値
観になってきています。  
4 Q3 でもし後押しがあるとすれば、
どのような後押しがあります/ありま
したか？   ※経営陣から社内に向
けたメッセージの配信、経営陣が社
内に直々に社内に説明、部署の権限
強化、取締役会などでのモニタリン
グ開始、あるいは非公式な支援など
何でもかまいません。  
インターナルコミュニケーションを強化
し、社内ブログを用いて全社員にメッセージ
を発信する仕組みを作りました。（英語のみ） 
毎週、１－２通、トップも含み各部門のリー
ダーが変革に向けたメッセージ、顧客体験、
今後の抱負、プロジェクトケース、グローバ
ルワークショップの報告と参加者の生の声、
など、発進をつづけています。独立に社長自
身のブログも立ち上げました。  
 
ま た 、 私 は ト ッ プ の 意 向 で 、 Synaptic 
Business Automation の概念共有・今後の方
向性を示しながら各拠点の違いやアイディ
アのフィードバックをもらい、社内コラボレ
ーションを推進する２日間のリーダワーク
ショップを推進中で、欧州・アジア・中東・
米国・日本などをまわっています。 当然、
大きな計画・進捗・実績の PDCA は、経営
会議でもまわしています。ただし、これは堅
苦しい数字の確認や課題共有といった形式
的な報告になりがちです。もっと生の声をひ
ろって、リーダーをエンゲージメントして、
エンパワーメントする必要があり、対面のコ
ミュニケーションや議論の場をつくってい
ます。文化や言葉の壁を乗り越えるのは用意
ではないですが、そのプロセスはとても重要
と考えます。  
5 先日すこしお話でありましたが、
デジタル化の先駆者として知られて
いる GE の前イメルト CEO 兼会長
が、アクティビストの要請で辞任し
たといわれており、「デジタルや IoT
GE はいま大きな変革のかじ取りをはじめ
たと思います。PREDIX,電力ビジネスのつま
ずきなど。  
https://staceyoniot.com/ge-discovers-that-in
dustrial-iot-doesnt-scale/ 
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は儲からないのでは？」という意見
が日本でも上がるようになってきま
したが、これにより変革への影響は
ありましたか？  
BHGE に GE Digital（PREDIX を保有してい
る部門）、GE Oil&Gas が統合され、事実上、
PREDIX は汎用的なターゲットではなく、リ
アリティのある石油・ガス業種に絞り込むこ
とになりました。また、PREDIX は彼らのジ
ェットエンジンやタービンなどは管理対象
になるものの、コンセプトどおり、3rd パー
ティの設備も管理してプレディクティブメ
ンテナンスを実施する、デジタル・ツインを
実現するという戦略の実行に躓きました。理
由はつなげてデータは収集できても、ナレッ
ジがないので診断できないからです。  
そこで、GE は不足するケイパビリティにつ
いて、各分野のリーダー企業とのアライアン
スを積極的に推進しました。  
その結果、なぜか当社（子会社の KBC）に
も触手がのびて、以下の発表がありました。
KBC は石油ガス分野で長年の経験があり、
すべての設備ライセンスに関する経験とモ
デル、シミュレーション技術をもっていま
す。（PetroSIM といいます）  
その PetroSIM が思考エンジンとして、
PREDIX の上にのったのです。これは、自社
の中でも、とくに国内市場の関係者は何がお
きたか理解できず、自社内でも混乱を引き起
こしました。短期に国内市場のお客さまに内
容説明することは困難と解釈し、国内のみ発
表を見送り、グローバルには発表しました。
とはいえ、重工企業や国内石油会社からの問
い合わせはリリース後沢山きました。  
http://www.offshore-mag.com/articles/2017
/09/bhge-extends-digital-offering-with-yoko
gawa.html 
 
GE が今後どういうふうに進むのか、当社も
１枚かむことになりましたので、詳細はここ
ではこれ以上ひかえますが、世の中いろんな
組み合わせや事象がおこり、本当に不確実な
世の中だとあらためて思う次第です。  
 
